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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対向する第１の面及び第２の面を有する柔軟層と、
　前記柔軟層の前記第１の面上に配置された多孔質研磨層と、を備え、前記多孔質研磨層
が、
　熱硬化成分と放射性硬化成分とを含む架橋網状組織であって、前記放射性硬化成分と前
記熱硬化成分とが前記架橋網状組織中で共有結合されている、架橋網状組織と、
　前記架橋網状組織中に分散されたポリマー粒子と、
　前記架橋網状組織中に分散された独立気泡孔と、を含む、研磨パッド。
【請求項２】
　前記柔軟層と前記多孔質研磨層との間に介在する支持層を更に備える、請求項１に記載
の研磨パッド。
【請求項３】
　研磨パッドの製造方法であって、
　熱硬化性樹脂組成物、放射線硬化性樹脂組成物、及びポリマー粒子を含む組成物を提供
する工程と、
　前記組成物中に孔を形成する工程と、
　前記組成物を支持層上に配置する工程と、
　前記組成物を放射線に暴露して、前記放射線硬化性樹脂組成物を少なくとも部分的に硬
化させ、前記組成物を加熱して、前記熱硬化性樹脂組成物を少なくとも部分的に硬化させ
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ることにより、前記支持層上に多孔質研磨層を形成する工程と、を含む方法。
【請求項４】
　基材の表面を、請求項１又は２に記載の研磨パッドの前記多孔質研磨層と接触させる工
程と、
　前記研磨パッドを前記基材に対して相対的に移動して、前記基材の前記表面を擦り減ら
す工程と、を含む、研磨方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本出願は、２００９年１２月２２日に出願された米国特許仮出願第６１／２８８，９８
２号、及び２０１０年１２月１３日に出願された同第６１／４２２，４４２号の利益を主
張し、これらの開示内容は、参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。
【背景技術】
【０００２】
　半導体デバイス及び集積回路の製造中、シリコンウェハは一連の沈着及びエッチング工
程を経て繰り返しプロセスされて、重複する材料の層とデバイスの構造物を形成する。ウ
ェハ表面にわたる高い均一性の、擦れ痕又は凹（ディッシングとして知られる）のない平
滑なウェハ表面を得ることを目的として、沈着及びエッチング工程後に残っている表面の
不規則性（出っ張り、不均等な高さ、へこみ、溝等）を取り除くために、化学機械的平坦
化（ＣＭＰ）として知られる研磨技法を使用する場合がある。
【０００３】
　典型的なＣＭＰ研磨プロセスでは、典型的には水中に研磨粒子があるスラリーが存在す
る加工液及び／又はエッチング化学（an etching chemistry）の存在下で、ウェハのよう
な基材を研磨パッドに対して押し当てて相対的に移動する。研磨スラリーと共に使用され
る様々なＣＭＰ研磨パッドは、例えば、米国特許第５，２５７，４７８号（Ｈｙｄｅら）
；同第５，９２１，８５５号（Ｏｓｔｅｒｈｅｌｄら）；同第６，１２６，５３２号（Ｓ
ｅｖｉｌｌａら）；同第６，８９９，５９８号（Ｐｒａｓａｄ）；及び同第７，２６７，
６１０号（Ｅｌｍｕｆｄｉら）に開示されている。また、固定された研磨用の研磨パッド
も知られており、米国特許第６，９０８，３６６号（Ｇａｇｌｉａｒｄｉ）に例示されて
いるものでは、多くの場合、研磨粒子は、正確に形作られた粒子複合体の形状でパッド表
面から延びてパッドの表面全体に固定される。最近、圧縮性下層から延びる多数の研磨要
素を有する研磨パッドが国際特許出願公開第ＷＯ／２００６０５７７１４号（Ｂａｊａｊ
）に記載された。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　多様な種類の研磨パッドが既知であり使用されているが、当該技術分野はなお、比較的
大きい直径のダイが使用されているＣＭＰプロセス、あるいは比較的高いレベルのウェハ
表面平坦性及び均一性が要求されるＣＭＰプロセスにおいては特に、新しい及び改良され
たＣＭＰ用研磨パッドを求めている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本開示は、熱硬化された成分と放射線硬化された成分とを有する研磨層を備えた多孔質
研磨パッドと、そのような研磨パッドの製造方法と、を提供する。ポリマー粒子の使用に
より、研磨層中に孔が組み込まれる。本明細書に開示する多孔質研磨パッド中の孔は、概
してより低い孔径不均一性と、従来の熱硬化された研磨パッドの孔よりも小さい孔径と、
を有する独立気泡孔である。孔径及び孔の分布の制御は、例えば、研磨パッドの研磨性能
において有利であり得る。
【０００６】
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　１つの態様において、本開示は研磨パッドを提供し、研磨パッドは、
　対向する第１の面及び第２の面を有する柔軟層と、
　柔軟層の第１の面上に配置された多孔質研磨層と、を備え、多孔質研磨層は、
　熱硬化成分と放射性硬化成分とを含む架橋網状組織であって、放射性硬化成分と熱硬化
成分とが架橋網状組織中で共有結合されている、架橋網状組織と、
　架橋網状組織中に分散されたポリマー粒子と、
　架橋網状組織中に分散された独立気泡孔と、を含む。いくつかの実施形態では、研磨パ
ッドは、柔軟層と多孔質研磨層との間に介在する支持層を更に備える。
【０００７】
　別の態様では、本開示は、研磨パッドの製造方法を提供し、方法は、
　熱硬化性樹脂組成物、放射線硬化性樹脂組成物、及びポリマー粒子を含む組成物を提供
する工程と、
　組成物中に孔を形成する工程と、
　組成物を支持層上に配置する工程と、
　組成物を放射線に暴露して、放射線硬化性樹脂組成物を少なくとも部分的に硬化させ、
組成物を加熱して、熱硬化性樹脂組成物を少なくとも部分的に硬化させることにより、支
持層上に多孔質研磨層を形成する工程と、を含む。いくつかの実施形態では、本方法は、
多孔質研磨層の反対側の支持層表面に柔軟層を接着結合する工程を更に含む。
【０００８】
　更なる態様において、本開示は研磨方法を提供し、方法は、
　基材表面を、本開示による研磨パッドの多孔質研磨層と接触させる工程と、
　研磨パッドを基材に対して相対的に移動して、基材の表面を擦り減らす工程と、を含む
。
【０００９】
　本開示による研磨パッドの代表的な実施形態は、多様な研磨用途にそれらを使用するこ
とを可能にする多様な特徴及び特性を有する。いくつかの実施形態では、本開示の研磨パ
ッドは、集積回路及び半導体デバイスの製造に使用されるウェハの化学機械的平坦化（Ｃ
ＭＰ）に特に好適である場合がある。いくつかの実施形態では、本開示に記載される研磨
パッドは、以下の利点のいくつか又は全てを提供し得る。
【００１０】
　例えば、いくつかの実施形態では、本開示による研磨パッドは、ＣＭＰプロセスで使用
される加工液をパッドの研磨表面と基材の被研磨表面との間の境界面に保持することを改
善するように作用することによって、増強研磨における加工液の効果を改善することがで
きる。別の代表的な実施形態では、本開示による研磨パッドは、研磨中のウェハ表面のデ
ィッシング及び／又はエッジ侵食を低減又は除去することができる。いくつかの代表的な
実施形態では、本開示による研磨パッドをＣＭＰプロセスに使用することは、ウェハ内部
の研磨均一性の向上、研磨後のウェハ表面の平坦性の向上、ウェハからのエッジダイ収率
の向上、並びにＣＭＰプロセス運転条件及び一貫性の向上をもたらすことができる。更な
る実施形態では、本開示による研磨パッドの使用は、より大きい直径のウェハの加工を可
能にする一方で、高いチップ収率を得るために必要な度合いの表面均一性を維持すること
、又はウェハ表面の研磨均一性を維持するためにパッド表面のコンディショニングが必要
になる前により多くのウェハを加工すること、又はパッドコンディショナのプロセス時間
及び磨耗を減らすこと、を可能にすることができる。
【００１１】
　本開示では、
　「孔径の不均一性」とは、孔径の平均の標準偏差を平均孔径により除算し、１００を乗
算したものを指す。
【００１２】
　用語「ポリウレタン」は、２つ以上のウレタン結合（－ＮＨ－Ｃ（Ｏ）－Ｏ－）、尿素
結合（－ＮＨ－Ｃ（Ｏ）－ＮＨ－又は－ＮＨ－Ｃ（Ｏ）－Ｎ（Ｒ）－、式中、Ｒは水素、
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脂肪族、環式脂肪族、又は芳香族基であってもよい）、ビウレット、アロファネート、ウ
レトジオン、又はイソシアヌレート結合を任意の組み合わせで有するポリマーを指す。
【００１３】
　用語「（メタ）アクリレート」は、アクリレート類及びメタクリレート類を指し、これ
らはウレタンアクリレート類、メタクリレート類、及びアクリレート類とメタクリレート
類との組み合わせを含むことができる。
【００１４】
　用語「高分子」は、低相対分子量の分子から誘導される複数の繰り返し単位を含む構造
を有する分子を指す。用語「高分子」は、「オリゴマー」を含む。
【００１５】
　「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」等の用語は、１つの実体のみを指すことを意図する
ものではなく、具体例を例示のために用いることができる一般分類を含む。用語「ａ」、
「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、用語「少なくとも１つ」と同じ意味で使用される。
【００１６】
　品目リストがその後に続くフレーズ「～のうちの少なくとも１つ」及び「～のうちの少
なくとも１つを含む」は、リスト内の品目のいずれか１つ及びリスト内の２つ以上の品目
の任意の組み合わせを指す。
【００１７】
　全ての数値範囲は、特に明記しない限り、その端点と、端点間の非整数値を含む。
【００１８】
　本開示の代表的な実施形態の種々の態様及び利点の概要がまとめられてきた。前述の課
題を解決するための手段は、本開示の例示されたそれぞれの実施形態又は全ての実施を記
載するものではない。下記の図及び発明を実施するための形態では、本開示のいくつかの
実施形態が更に詳細に例示されている。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
　本開示の代表的な実施形態を添付の図面を参照して更に説明する。
【図１Ａ】従来技術による多孔質研磨パッドの断面図及び上面図の顕微鏡写真。
【図１Ｂ】従来技術による多孔質研磨パッドの断面図及び上面図の顕微鏡写真。
【図２】本開示による研磨パッドの概略側面図。
【図３】本開示の別の実施形態による突出した研磨要素を有する研磨パッドの側面図。
【図４】本開示の更なる別の実施形態による突出した研磨要素を有する研磨パッドの側面
図。
【図５Ａ】本開示による研磨層の形成に有用な、実施例２の硬化組成物の断面図及び上面
図の顕微鏡写真。
【図５Ｂ】本開示による研磨層の形成に有用な、実施例２の硬化組成物の断面図及び上面
図の顕微鏡写真。
【図６Ａ】比較例３の硬化組成物の断面図及び上面図の顕微鏡写真。
【図６Ｂ】比較例３の硬化組成物の断面図及び上面図の顕微鏡写真。
【図７Ａ】本開示による研磨層の形成に有用な、実施例１５の硬化組成物の断面図及び上
面図の顕微鏡写真。
【図７Ｂ】本開示による研磨層の形成に有用な、実施例１５の硬化組成物の断面図及び上
面図の顕微鏡写真。
【図８】本開示による研磨層の形成に有用な、実施例１１の硬化組成物の断面図の顕微鏡
写真。
【００２０】
　図中、同じ参照番号は、同様の要素を指す。本明細書に含まれる図は、縮尺図ではなく
、これらの図中、研磨パッドの構成要素は、選択された特徴を強調するために採られたサ
イズである。
【発明を実施するための形態】
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【００２１】
　典型的なＣＭＰパッドは、孔を有する熱硬化性（例えば、ポリウレタン）材料から構成
されている。孔は、マイクロバルーン、可溶性繊維、ガス閉じ込め（例えば、インサイチ
ュー又はエクスサイチュー生成）、及び物理的な空気閉じ込め等の多様な方法を用いて生
成され得る。これらの方法を用いる際、重合中に発生する温度勾配、成形操作により生じ
るスキン／コア効果、繊維の分布、可溶性繊維の溶解速度、及び研磨化学（polishing ch
emistry）により、パッドのあらゆる所の孔径、孔の体積、及び分布を制御することは困
難であり得る。
【００２２】
　いくつかの市販のＣＭＰパッドは、イソシアネート樹脂の熱硬化中に生成した連続気泡
パッド構造を有する。図１は、商業的に作製された、ＰＰＧ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ（Ｐ
ｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，ＰＡ）から商標名「Ｓ７」で入手可能な連続気泡ＣＭＰパッドの断
面図及び上面図を示す。図１に示すように、このパッド中の孔径、孔の形状、及び分布は
制御されていない。
【００２３】
　本開示は、一般に、制御された孔径及び均一性を有する独立気泡孔が形成されている、
改良された多孔質研磨パッドに関する。ここで本開示の様々な代表的実施形態が記述され
る。本開示の代表的な実施形態は、開示の趣旨及び範囲から逸脱することなく、様々な修
正や変更が可能である。したがって、本発明の実施形態は以下に記述する代表的な実施形
態に限定されず、請求項及びそれと同等の任意のものに定められた制限によって支配され
るものと理解されたい。
【００２４】
　以下図２を参照すると、多孔質研磨パッド２ａは、柔軟層１０ａと、柔軟層の片面（即
ち、１つの主表面）上に配置された多孔質研磨層１２ａと、を備える。多孔質研磨層１２
ａと柔軟層１０ａとの間には、本開示の多孔質研磨パッド及び方法のいくつかの実施形態
に有用な、任意の支持層８ａが介在している。多孔質研磨層は、架橋網状組織、架橋網状
組織中に分散されたポリマー粒子、及び架橋網状組織中に分散された独立気泡孔を含む。
研磨パッドの成分が研磨中に除去されて空隙を形成する（例えば、侵食又は溶解により）
研磨パッド及び方法とは対照的に、本開示による研磨パッドは、研磨プロセスを開始する
に先だって多孔質である。
【００２５】
　研磨層中の代表的なポリマー粒子としては、熱可塑性ポリマー粒子、熱硬化性ポリマー
粒子、及びこれらの混合物を挙げることができる。用語「熱可塑性ポリマー」は、本質的
に架橋されず、本質的に三次元網状組織を形成しない高分子材料を指す。用語「熱硬化性
」は、少なくとも実質的に架橋されるポリマーを指し、ポリマーは本質的に三次元網状組
織を有する。いくつかの実施形態では、ポリマー粒子は、加熱により粒子の最小限の焼結
が存在する（即ち、本開示の研磨パッド中のポリマー粒子の境界面に最小限の塑性流動が
存在し、ポリマー粒子の粒子間融合が殆どあるいは全く存在しない）ように選択されても
よい。いくつかの実施形態では、パッドのポリマー粒子が微粒子熱可塑性ポリマーを含む
場合、研磨パッドは、微粒子熱可塑性ポリマーの融点又は焼結点未満で調製され得る。別
の実施形態では、ポリマー粒子は熱硬化性ポリマーを含む。
【００２６】
　本開示の実施に有用なポリマー粒子は、様々な方法（例えば、縮合反応、フリーラジカ
ル開始反応、又はこれらの組み合わせ）により調製され得る。更なる別の実施形態では、
ポリマーは、段階的な又は同時の縮合及びフリーラジカル重合反応により形成された相互
貫入（interpenetrating）ポリマー網状組織を含んでもよい。本開示において、用語「相
互貫入ポリマー網状組織」（ＩＰＮ）は、両方とも網状組織形態にある２種のポリマーの
組み合わせを指し、少なくともその１つのポリマーは、直近に存在する他方のポリマー中
で、合成又は架橋されている。典型的にはＩＰＮにおいて、２つのポリマー間に、誘導さ
れた共有結合が存在しない。このように、機械的なブレンド及び共重合に加えて、ＩＰＮ
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は、異なるポリマーが物理的に組み合わされ得る別のメカニズムを表している。
【００２７】
　ポリマー粒子は、様々な方法により調製することができる。いくつかの実施形態では、
バルクポリマーを低温粉砕し、所望の粒径範囲に分級してもよい。ポリマー粒子の形状は
、規則的又は不規則であってもよく、以下の形状を含んでもよい。球、繊維、円板、フレ
ーク、及びこれらの組み合わせ又は混合物。いくつかの実施形態では、ポリマー粒子は、
実質的に球状である。用語「実質的に球状」は、少なくとも０．７５（いくつかの実施形
態では、少なくとも０．８、０．８５、０．９、０．９５、０．９６、０．９７、又は０
．９８）の球形度を有する物品を指す。いくつかの実施形態では、ポリマー粒子は繊維で
ある。本開示の実施に有用な繊維は、典型的には少なくとも１．５：１、例えば、少なく
とも２：１、３：１、４：１、５：１、１０：１、２５：１、５０：１、７５：１、１０
０：１又はそれ以上の縦横比（即ち、最長寸法と最短寸法との比）を有する。本開示の実
施に有用な繊維は、２：１～１００：１、５：１～７５：１、又は１０：１～５０：１の
範囲の縦横比を有してもよい。
【００２８】
　いくつかの実施形態では、ポリマー粒子は、少なくとも５（いくつかの実施形態では、
少なくとも７、１０、１５、２０、２５、３０、４０、又は５０）マイクロメートルの平
均粒径を有してもよい。いくつかの実施形態では、ポリマー粒子は、最大５００（いくつ
かの実施形態では、最大４００、３００、２００、又は１００）マイクロメートルの平均
粒径を有してもよい。粒径は、一般に粒子の直径を指すが、粒子が球状ではない（例えば
、繊維）実施形態では、粒子の最大寸法を指してもよい。ポリマー粒子の平均粒径は、従
来の方法により測定することができる。例えば、ポリマー粒子の平均粒径は、Ｂｅｃｋｍ
ａｎ　Ｃｏｕｌｔｅｒ　Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄにより製造及び市販されているＣｏｕ
ｌｔｅｒ　ＬＳ粒径分析器等の光散乱技術を用いて測定することができる。本明細書及び
特許請求の範囲で使用される「粒径」は、Ｃｏｕｌｔｅｒ　Ｃｏｕｎｔｅｒ　ＬＳ粒径分
析器を使用した光散乱により測定される体積パーセントに基づいた粒子の直径又は最大寸
法を指す。この光散乱技術では、粒径は、粒子の実際の形状にかかわらず、流体回転半径
（hydrodynamic radius of gyration）から測定される。「平均」粒径は、体積パーセン
トに基づいた粒子の平均直径である。いくつかの実施形態、特に粒子が繊維である実施形
態では、繊維は、従来のふるい分け技術で測定して、最大約６００、５００、又は４５０
マイクロメートル（３０、３５、又は４０　Ｕ．Ｓ．Ｍｅｓｈ）の最大粒径を有する。例
えば、いくつかの実施形態では、少なくとも９７、９８、又は９９パーセントの繊維は、
６００、５００、又は４００マイクロメートル（３０、３５、又は４０　Ｕ．Ｓ．Ｍｅｓ
ｈ）の開口部を有するふるいを通過する。
【００２９】
　いくつかの実施形態では、ポリマー粒子は、高い度合いの均一性を有する。いくつかの
実施形態では、ポリマー粒子の粒径の不均一性は、最大７５（いくつかの実施形態では、
最大７０、６５、６０、６５、又は５０）パーセントである。粒径の不均一性とは、粒径
の標準偏差を平均粒径で除算し、１００を乗算したものを指す。
【００３０】
　いくつかの実施形態では、ポリマー粒子は、実質的に中実である。本明細書で使用され
る用語「実質的に中実」は、微粒子ポリマーが中空ではなく、例えば、ポリマー粒子が中
空マイクロカプセルの形態ではないことを意味する。しかしながら、いくつかの実施形態
では、実質的に中実のポリマー粒子は、閉じ込められた気泡を含む場合がある。
【００３１】
　好適なポリマー粒子としては、ポリ塩化ビニル、ポリフッ化ビニル、ポリエチレン、ポ
リプロピレン、ナイロン、ポリカーボネート、ポリエステル、ポリ（メタ）アクリレート
、ポリエーテル、ポリアミド、ポリウレタン、ポリエポキシド、ポリスチレン、ポリイミ
ド（例えば、ポリエーテルイミド）、ポリスルホン及びこれらの混合物が挙げられる。い
くつかの実施形態では、ポリマー粒子は、ポリ（メタ）アクリレート、ポリウレタン、ポ
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リエポキシド及びこれらの混合物から選択されてもよい。
【００３２】
　いくつかの実施形態では、ポリマー粒子は水溶性粒子を含む。代表的な有用な水溶性粒
子としては、糖類（例えば、デキストリン、シクロデキストリン、澱粉、マンニトール、
及び乳糖等の多糖類）、セルロース類（例えば、ヒドロキシプロピルセルロース類及びメ
チルセルロース類）、タンパク質、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、ポリ
アクリル酸、ポリエチレンオキシド、水溶性感光性樹脂、スルホン化ポリイソプレン、ス
ルホン化ポリイソプレンコポリマー、及びこれらの任意の組み合わせから作製される粒子
が挙げられる。いくつかの実施形態では、ポリマー粒子はセルロースを含む。これらの実
施形態のいくつかでは、ポリマー粒子はメチルセルロースを含む。これらの実施形態では
、ポリマー粒子は水溶性粒子を含むが、ポリマー粒子は研磨層が形成される際に研磨層中
に孔を形成することができる。研磨中に粒子を溶解できる加工液は、孔の形成に必要では
ない。
【００３３】
　いくつかの実施形態では、ポリマー粒子はポリウレタンを含み、ポリウレタンは、例え
ば、少なくとも２つのイソシアネート基、及び／又は少なくとも２つの末端保護されたイ
ソシアネート基を有する末端保護イソシアネート反応物を含む樹脂と；イソシアネート基
と反応性の少なくとも２つの基を有する第２の樹脂と、から調製されてもよい。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、第１及び第２の樹脂を一緒に混合し、重合又は硬化させてバ
ルクポリウレタンを形成してもよく、ポリウレタンを次いで粉砕（例えば、低温粉砕）し
、場合により分級してもよい。いくつかの実施形態では、ポリマー粒子は、第１及び第２
の樹脂を一緒に混合し、この混合物を撹拌下で、加熱された脱イオン水中にゆっくり注ぎ
（場合により有機共溶媒及び／又は界面活性剤の存在下で）、形成された微粒子材料を単
離し（例えば、濾過により）、単離された微粒子材料を乾燥し、乾燥された微粒子ポリウ
レタンを場合により分級することにより形成されてもよい。別の実施形態では、イソシア
ネート及び水素材料を、有機溶媒（例えば、アルコール類、水不溶性エーテル類、分枝状
及び直鎖状炭化水素類、ケトン類、トルエン、キシレン及びこれらの混合物）の存在下で
一緒に混合してもよい。
【００３５】
　いくつかの実施形態では、少なくとも２つのイソシアネート基を含む第１の樹脂は、イ
ソシアネート官能性モノマー類、イソシアネート官能性プレポリマー類及びこれらの組み
合わせから選択されてもよい。代表的な好適なイソシアネートモノマー類としては、脂肪
族ポリイソシアネート類；エチレン的に不飽和なポリイソシアネート類；脂環式ポリイソ
シアネート類；イソシアネート基が芳香族環に直接結合されていない芳香族ポリイソシア
ネート類、例えばα，α’－キシレンジイソシアネート；イソシアネート基が芳香族環に
直接結合された芳香族ポリイソシアネート類、例えばベンゼンジイソシアネート；これら
ポリイソシアネート類のハロゲン化、アルキル化、アルコキシル化、ニトロ化、カルボジ
イミド変性、尿素変性、及びビウレット変性誘導体類；並びにこれらポリイソシアネート
類の二量体化及び三量体化生成物が挙げられる。
【００３６】
　代表的な脂肪族ポリイソシアネート類としては、エチレンジイソシアネート、トリメチ
レンジイソシアネート、テトラメチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネ
ート、オクタメチレンジイソシアネート、ノナメチレンジイソシアネート、２，２’－ジ
メチルペンタンジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサンジイソシアネート、
デカメチレンジイソシアネート、２，４，４，－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネ
ート、１，６，１－ウンデカントリイソシアネート、１，３，６－ヘキサメチレントリイ
ソシアネート、１，８－ジイソシアナト－４－（イソシアナトメチル）オクタン、２，５
，７－トリメチル－１，８－ジイソシアナト－５－（イソシアナトメチル）オクタン、ビ
ス（イソシアナトエチル）－カーボネート、ビス（イソシアナトエチル）エーテル、２－
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イソシアナトプロピル－２，６－ジイソシアナトヘキサノエート、リシンジイソシアネー
トメチルエステル、リシントリイソシアネートメチルエステル及びこれらの混合物が挙げ
られる。
【００３７】
　代表的な好適なエチレン的に不飽和なポリイソシアネート類としては、ブテンジイソシ
アネート及び１，３－ブタジエン－１，４－ジイソシアネートを挙げることができる。代
表的な好適な脂環式ポリイソシアネート類としては、イソホロンジイソシアネート、シク
ロヘキサンジイソシアネート、メチルシクロヘキサンジイソシアネート、ビス（イソシア
ナトメチル）シクロヘキサン、ビス（イソシアナトシクロヘキシル）メタン、ビス（イソ
シアナトシクロヘキシル）－２，２－プロパン、ビス（イソシアナトシクロヘキシル）－
１，２－エタン、２－イソシアナトメチル－３－（３－イソシアナトプロピル）－５－イ
ソシアナトメチル－ビシクロ［２．２．１］－ヘプタン、２－イソシアナトメチル－３－
（３－イソシアナトプロピル）－６－イソシアナトメチル－ビシクロ［２．２．１］－ヘ
プタン、２－イソシアナトメチル－２－（３－イソシアナトプロピル）－５－イソシアナ
トメチル－ビシクロ［２．２．１］－ヘプタン、２－イソシアナトメチル－２－（３－イ
ソシアナトプロピル）－６－イソシアナトメチル－ビシクロ［２．２．１］－ヘプタン、
２－イソシアナトメチル－３－（３－イソシアナトプロピル）－６－（２－イソシアナト
エチル）－ビシクロ［２．２．１］－ヘプタン、２－イソシアナトメチル－２－（３－イ
ソシアナトプロピル）－５－（２－イソシアナトエチル）－ビシクロ［２．２．１］－ヘ
プタン、２－イソシアナトメチル－２－（３－イソシアナトプロピル）－６－（２－イソ
シアナトエチル）－ビシクロ［２．２．１］－ヘプタン及びこれらの混合物が挙げられる
。
【００３８】
　イソシアネート基が芳香族環に直接結合されていない、代表的な芳香族ポリイソシアネ
ート類としては、ビス（イソシアナトエチル）ベンゼン、α，α，α’，α’－テトラメ
チルキシレンジイソシアネート、１，３－ビス（１－イソシアナト－１－メチルエチル）
ベンゼン、ビス（イソシアナトブチル）ベンゼン、ビス（イソシアナトメチル）ナフタレ
ン、ビス（イソシアナトメチル）ジフェニルエーテル、ビス（イソシアナトエチル）フタ
レート、メシチレントリイソシアネート、２，５－ジ（イソシアナトメチル）フラン及び
これらの混合物が挙げられる。
【００３９】
　芳香族環に直接結合したイソシアネート基を有する代表的な好適な芳香族ポリイソシア
ネート類としては、フェニレンジイソシアネート、エチルフェニレンジイソシアネート、
イソプロピルフェニレンジイソシアネート、ジメチルフェニレンジイソシアネート、ジエ
チルフェニレンジイソシアネート、ジイソプロピルフェニレンジイソシアネート、トリメ
チルベンゼントリイソシアネート、ベンゼントリイソシアネート、ナフタレンジイソシア
ネート、メチルナフタレンジイソシアネート、ビフェニルジイソシアネート、オルト－ト
リジンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、ビス（３－メ
チル－４－イソシアナトフェニル）メタン、ビス（イソシアナトフェニル）エチレン、３
，３’－ジメトキシ－ビフェニル－４，４’－ジイソシアネート、トリフェニルメタント
リイソシアネート、高分子４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、ナフタレント
リイソシアネート、ジフェニルメタン－２，４，４’－トリイソシアネート、４－メチル
ジフェニルメタン－３，５，２’，４’，６’－ペンタイソシアネート、ジフェニルエー
テルジイソシアネート、ビス（イソシアナトフェニルエーテル）エチレングリコール、ビ
ス（イソシアナトフェニルエーテル）－１，３－プロピレングリコール、ベンゾフェノン
ジイソシアネート、カルバゾールジイソシアネート、エチルカルバゾールジイソシアネー
ト、ジクロロカルバゾールジイソシアネート及びこれらの混合物が挙げられる。
【００４０】
　いくつかの実施形態では、少なくとも２つのイソシアネート基を含む第１の樹脂は、α
，α’－キシレンジイソシアネート、α，α，α’，α’－テトラメチルキシレンジイソ
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シアネート、イソホロンジイソシアネート、ビス（イソシアナトシクロヘキシル）メタン
、トルエンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、及びこれ
らの混合物からなる群から選択される。
【００４１】
　いくつかの実施形態では、少なくとも２つのイソシアネート基を有する第１の樹脂は、
イソシアネート官能性ポリウレタンプレポリマーを含んでもよい。イソシアネート官能性
ポリウレタンプレポリマー類は、従来の様々な技術により調製することができる。いくつ
かの実施形態では、ジオール等の少なくとも１つのポリオールと、ジイソシアネートモノ
マー等の少なくとも１つのイソシアネート官能性モノマーとを互いに反応させて、少なく
とも２つのイソシアネート基を有するポリウレタンプレポリマーを形成してもよい。代表
的な好適なイソシアネート官能性モノマー類としては、前述したイソシアネート官能性モ
ノマー類が挙げられる。
【００４２】
　本開示の実施に有用な好適なイソシアネート官能性ポリウレタンプレポリマー類は、広
い範囲内の様々な分子量を有してもよい。いくつかの実施形態では、イソシアネート官能
性ポリウレタンプレポリマーは、ポリスチレン基準を使用したゲル透過クロマトグラフィ
ー（ＧＰＣ）により測定して、５００～１５，０００、又は５００～５０００の数平均分
子量（Ｍｎ）を有してもよい。
【００４３】
　イソシアネート官能性ポリウレタンプレポリマー類の調製に有用な代表的なポリオール
類としては、１，２－エタンジオール、１，３－プロパンジオール、１，２－プロパンジ
オール、１，４－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、グリセロール、ネオペンチ
ルグリコール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、ジ－トリメチロールプ
ロパン、エリスリトール、ペンタエリスリトール及びジ－ペンタエリスリトール等の直鎖
又は分枝鎖アルカンポリオール類；ジ－、トリ－及びテトラエチレングリコール、並びに
ジ－、トリ－及びテトラプロピレングリコール等のポリアルキレングリコール類；シクロ
ペンタンジオール、シクロヘキサンジオール、シクロヘキサントリオール、シクロヘキサ
ンジメタノール、ヒドロキシプロピルシクロヘキサノール及びシクロヘキサンジエタノー
ル等の環状アルカンポリオール類；ジヒドロキシベンゼン、ベンゼントリオール、ヒドロ
キシベンジルアルコール及びジヒドロキシトルエン等の芳香族ポリオール類；４，４’－
イソプロピリデンジフェノール（ビスフェノールＡ）、４，４’－オキシビスフェノール
、４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノン、４，４’－チオビスフェノール、フェノール
フタレイン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン（ビスフェノールＦ）、４，４’－
（１，２－エテンジイル）ビスフェノール及び４，４’－スルホニルビスフェノール等の
ビスフェノール類；４，４’－イソプロピリデンビス（２，６－ジブロモフェノール）、
４，４’－イソプロピリデンビス（２，６－ジクロロフェノール）及び４，４’－イソプ
ロピリデンビス（２，３，５，６－テトラクロロフェノール）等のハロゲン化ビスフェノ
ール類；エトキシ、プロポキシ、α－ブトキシ及びβ－ブトキシ基等の１つ以上のアルコ
キシ基を有するアルコキシル化４，４’－イソプロピリデンジフェノール等のアルコキシ
ル化ビスフェノール類；並びに４，４’－イソプロピリデン－ビスシクロヘキサノール、
４，４’－オキシビスシクロヘキサノール、４，４’－チオビスシクロヘキサノール及び
ビス（４－ヒドロキシシクロヘキサノール）メタン等の、対応するビスフェノールを水素
化することにより調製できるビスシクロヘキサノール類が挙げられる。
【００４４】
　イソシアネート官能性ポリウレタンプレポリマー類の調製に有用な好適なポリオール類
の更なる例としては、２００～２０００グラム／モルの数平均分子量（Ｍｎ）を有するポ
リエチレングリコール等のより高次のポリアルキレングリコール類；メチルメタクリレー
トとヒドロキシエチルメタクリレートのコポリマー類等の、（メタ）アクリレート類とヒ
ドロキシ官能性（メタ）アクリレート類の共重合により形成されたもの等のヒドロキシル
－支持アクリル樹脂；並びにブタンジオール等のジオール類と、アジピン酸又はアジピン
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酸ジエチル等の二酸類又はジエステル類との反応により形成されたもの等のヒドロキシ官
能性ポリエステル類が挙げられる。いくつかの実施形態では、本開示の実施に有用なポリ
オールは、２００～２０００グラム／モルの数平均分子量（Ｍｎ）を有してもよい。
【００４５】
　いくつかの実施形態では、イソシアネート官能性ポリウレタンプレポリマーは、トルエ
ンジイソシアネート等のジイソシアネートを、ポリ（テトラヒドロフラン）等のポリアル
キレングリコールと反応させることにより調製されてもよい。
【００４６】
　いくつかの実施形態では、イソシアネート官能性ポリウレタンプレポリマーは、触媒の
存在下で調製されてもよい。いくつかの実施形態では、使用される触媒の量は、ポリオー
ル及びイソシアネート官能性モノマーの総重量に基づいて、５重量パーセント未満、又は
３重量パーセント未満、又は１重量パーセント未満であってもよい。いくつかの実施形態
では、代表的な好適な触媒として、オクサン酸スズ、ジブチルスズジラウレート、ジブチ
ルスズジアセテート、ジブチルスズメルカプチド、ジブチルスズジマレエート、ジメチル
スズジアセテート、ジメチルスズジラウレート等の有機酸のスズ付加物、１，４－ジアザ
ビシクロ［２．２．２］オクタン、及びこれらの混合物が挙げられる。別の実施形態では
、触媒は、オクサン酸亜鉛、ビスマス、又は第二鉄アセチルアセトネートであってもよい
。更なる代表的な好適な触媒としては、トリエチルアミン、トリイソプロピルアミン及び
Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン等の第三級アミン類が挙げられる。
【００４７】
　ポリマー粒子の作製に有用なポリウレタンの実施形態では、少なくとも２つのイソシア
ネート基を有する第１の樹脂としては、少なくとも２つの末端保護イソシアネート基を有
する末端保護イソシアネート化合物が挙げられる。用語「末端保護イソシアネート化合物
」は、脱末端保護（即ち、遊離）イソシアネート基及び別個の又は遊離末端保護基に転換
されてもよい末端及び／又は懸垂末端保護イソシアネート基を有するモノマー又はプレポ
リマーを指す。好適なイソシアネート化合物の前述した例のいずれも、末端保護されるこ
とができる。イソシアネートの代表的な非一時的な（nonfugitive）末端保護基としては
、１Ｈ－イミダゾール、１Ｈ－ピラゾール、３，５－ジメチル－１Ｈ－ピラゾール、１Ｈ
－１，２，３－トリアゾール、１Ｈ－１，２，３－ベンゾトリアゾール、１Ｈ－１，２，
４－トリアゾール、１Ｈ－５－メチル－１，２，４－トリアゾール及び１Ｈ－３－アミノ
－１，２，４－トリアゾール等の１Ｈ－アゾール類；ｅ－カプロラクタム及び２－ピロリ
ジノン等のラクタム類；３－アミノプロピルモルホリン等のモルホリン類；並びにＮ－ヒ
ドロキシフタルイミドが挙げられる。末端保護イソシアネート化合物の代表的な一時的な
（fugitive）末端保護基としては、プロパノール、イソプロパノール、ブタノール、イソ
ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール及びヘキサノール等のアルコール類；エチレングリコ
ールモノアルキルエーテル類（例えば、エチレングリコールモノブチルエーテル及びエチ
レングリコールモノヘキシルエーテル）及びプロピレングリコールモノアルキルエーテル
類（例えば、プロピレングリコールモノメチルエーテル）等のアルキレングリコールモノ
アルキルエーテル類；並びにメチルエチルケトオキシム等のケトオキシム類が挙げられる
。
【００４８】
　任意の理論に束縛されるものではないが、少なくとも２つのイソシアネート基を有する
末端保護イソシアネート材料を第１の樹脂中に含ませることにより、（ａ）微粒子ポリウ
レタン粒子の少なくとも一部分の間；及び／又は（ｂ）微粒子ポリウレタンの少なくとも
一部分と架橋網状組織の少なくとも一部分との間に共有結合の形成がもたらされ得ると考
えられる。いくつかの実施形態では、末端保護イソシアネート化合物は、第１の樹脂の末
端保護イソシアネート基が、遊離イソシアネート及び末端保護イソシアネート基の総モル
当量に基づいて、少なくとも５モルパーセント、又は少なくとも１０モルパーセント、又
は４０モルパーセント未満、又は５０モルパーセント未満の量で存在するように存在して
もよい。
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【００４９】
　イソシアネート基と反応性の少なくとも２つの基を有する第２の樹脂は、非常に様々な
材料から選択されることができる。いくつかの実施形態では、第２の樹脂は、ヒドロキシ
ル、メルカプト、第１級アミン、第２級アミン及びこれらの組み合わせから選択される官
能基を有する。代表的な好適な第２の樹脂としては、前述したポリオール類が挙げられる
。
【００５０】
　いくつかの実施形態では、イソシアネート基と反応性の少なくとも２つの基を有し得る
第２の樹脂としては、ポリアミンが挙げられる。代表的なポリアミン類としては、エチレ
ンジアミン（ＥＤＡ）、ジエチレントリアミン（ＤＥＴＡ）、トリエチレンテトラミン（
ＴＥＴＡ）、テトラエチレンペンタミン（ＴＥＰＡ）、ペンタエチレンヘキサミン（ＰＥ
ＨＡ）、ピペラジン、ジエチレンジアミン（ＤＥＤＡ）、及び２－アミノ－１－エチルピ
ペラジン等のエチレンアミン類が挙げられる。更なる代表的な好適なポリアミン類として
は、３，５－ジメチル－２，４－トルエンジアミン、３，５－ジメチル－２，６－トルエ
ンジアミン、３，５－ジエチル－２，４－トルエンジアミン、３，５－ジエチル－２，６
－トルエンジアミン、３，５－ジイソプロピル－２，４－トルエンジアミン、３，５－ジ
イソプロピル－２，６－トルエンジアミン及びこれらの混合物等の、ジアルキルトルエン
ジアミンの１つ以上の異性体が挙げられる。いくつかの実施形態では、ポリアミンは、メ
チレンジアニリン、トリメチレングリコールジ（パラ－アミノベンゾエート）、並びにア
ミン末端オリゴマー類及びプレポリマー類から選択されてもよい。
【００５１】
　いくつかの実施形態では、好適なポリアミン類は、４，４’－メチレン－ビス（ジアル
キルアニリン）に基づくもの（例えば、４，４’－メチレン－ビス（２，６－ジメチルア
ニリン）、４，４’－メチレン－ビス（２，６－ジエチルアニリン）、４，４’－メチレ
ン－ビス（２－エチル－６－メチルアニリン）、４，４’－メチレン－ビス（２，６－ジ
イソプロピルアニリン）、４，４’－メチレン－ビス（２－イソプロピル－６－メチルア
ニリン）、４，４’－メチレン－ビス（２，６－ジエチル－３－クロロアニリン）及びこ
れらの混合物から選択されてもよい。
【００５２】
　いくつかの実施形態では、少なくとも２つのイソシアネート基を含む第１の樹脂と、イ
ソシアネートと反応性の少なくとも２つの基を含む第２の樹脂と、からの微粒子ポリウレ
タンの調製は、触媒の存在下で行われてもよい。好適な触媒としては、イソシアネート官
能性ポリウレタンプレポリマーの調製において上記に列挙したものが挙げられる。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、微粒子ポリウレタンの調製に有用な、イソシアネート基及び
任意の末端保護イソシアネート基とイソシアネート反応性基とのモル当量比は、０．５：
１．０～１．５：１．０、例えば０．７：１．０～１．３：１．０又は０．８：１．０～
１．２：１．０である。いくつかの実施形態では、架橋ポリウレタンは、ウレタン又は尿
素結合が残りのイソシアネートと反応するように、化学量論的に必要な量未満の第２の樹
脂を使用することにより調製されてもよい。別の実施形態では、二官能性化合物を三官能
性化合物により部分的に置き換えることにより、熱的により安定な化学的架橋がもたらさ
れるであろう。
【００５４】
　いくつかの有用な微粒子ポリウレタンは市販されており、例えばＤａｉｎｉｃｈｉｓｅ
ｉｋａ　Ｃｏｌｏｒ　＆　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｍｆｇ．Ｃｏ．，Ｌｔｄ．Ａｄｖａｎｃ
ｅｄ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ　Ｇｒｏｕｐ（Ｔｏｋｙｏ，Ｊａｐａｎ）から商標名「ＤＡＩＭ
ＩＣ－ＢＥＡＺ」にて等級「ＵＣＮ－５３５０Ｄ」、「ＵＣＮ－５１５０Ｄ」、及び「Ｕ
ＣＮ－５０７０Ｄ」で市販されており、またＮｅｇａｍｉ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｄｕ
ｓｔｒｉａｌ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．（Ｎｏｍｉ－ｃｉｔｙ，Ｊａｐａｎ）から商標名「ＡＲ
Ｔ　ＰＥＡＲＬ」で入手可能なポリウレタン粒子；及び例えば、Ｂａｙｅｒ　Ｃｏｒｐｏ
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ｒａｔｉｏｎから商標名「ＴＥＸＩＮ」で入手可能な脂肪族ポリエーテルベースの熱可塑
性ポリウレタンがある。
【００５５】
　いくつかの実施形態では、本開示の実施に有用な好適なポリマー粒子としては、微粒子
ポリエポキシド類が挙げられる。微粒子ポリエポキシドは、例えば、少なくとも２つのエ
ポキシド基を有する第１の樹脂と、エポキシドのエポキシド基と反応性の少なくとも２つ
の基を有する第２の樹脂と、の反応生成物から調製されてもよい。
【００５６】
　いくつかの実施形態では、少なくとも２つのエポキシド基を含む第１の樹脂と第２の樹
脂とを一緒に混合し、重合又は硬化させてバルクポリエポキシドを形成し、これを次いで
粉砕（例えば、低温粉砕）し、場合により分級してもよい。いくつかの実施形態では、微
粒子ポリエポキシドは、エポキシド官能性材料と水素官能性材料とを一緒に混合し、この
混合物を撹拌下で、加熱された脱イオン水中にゆっくり注ぎ、形成された微粒子材料を単
離し（例えば、濾過により）、単離された微粒子材料を乾燥し、乾燥された微粒子ポリエ
ポキシドを場合により分級することにより形成されてもよい。
【００５７】
　いくつかの実施形態では、本開示の実施に有用な好適なエポキシド官能性材料としては
、エポキシド官能性モノマー類、エポキシド官能性プレポリマー類及びこれらの組み合わ
せが挙げられる。代表的な好適なエポキシド官能性モノマー類としては、１，２，３，４
－ジエポキシブタン、１，２，７，８－ジエポキシオクタン等の脂肪族ポリエポキシド類
；１，２，４，５－ジエポキシシクロヘキサン、１，２，５，６－ジエポキシシクロオク
タン、７－オキサ－ビシクロ［４．１．０］ヘプタン－３－カルボン酸７－オキサ－ビシ
クロ［４．１．０］ヘプタ－３－イルメチルエステル、１，２－エポキシ－４－オキシラ
ニル－シクロヘキサン及び２，３－（エポキシプロピル）シクロヘキサン等の環式脂肪族
ポリエポキシド類；ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタンジグリシジルエーテル等の芳
香族ポリエポキシド類；水素化ビスフェノールＡジエポキシド並びにこれらの混合物を挙
げることができる。本開示に有用であり得るエポキシド官能性モノマー類は、典型的には
、ポリオールとエピハロヒドリン、例えばエピクロロヒドリンとの反応により調製される
。エポキシド官能性モノマー類の調製に使用され得るポリオール類としては、イソシアネ
ート官能性プレポリマーの調製に関連して本明細書で以前引用されたものが挙げられる。
エポキシド官能性モノマー類の有用なクラスとしては、ビスフェノールとエピクロロヒド
リンとの反応により調製されたものが挙げられる（例えば、４，４’－イソプロピリデン
ジフェノールとエピクロロヒドリンとを反応させて４，４’－イソプロピリデンジフェノ
ールジグリシジルエーテルを形成する）。
【００５８】
　いくつかの実施形態では、特定のエポキシド類の調製に有用なエポキシド官能性プレポ
リマーは、高分子ポリオールとエピクロロヒドリンとを反応させることにより調製されて
もよい。代表的な好適な高分子ポリオール類としては、ポリエチレングリコール及びポリ
テトラヒドロフラン等のポリアルキレングリコール類；ポリエステルポリオール類；ポリ
ウレタンポリオール類；ポリ（（メタ）アクリレート）ポリオール類；並びにこれらの混
合物を挙げることができる。
【００５９】
　本開示のいくつかの実施形態では、エポキシド官能性プレポリマーは、（メタ）アクリ
レートモノマーと、ラジカル重合性のエポキシド官能性モノマー（例えば、グリシジル（
メタ）アクリレート）と、から調製され得るエポキシ官能性ポリ（（メタ）アクリレート
）ポリマーを含んでもよい。好適なエポキシド官能性プレポリマー類は、広い範囲の分子
量を有することができる。いくつかの実施形態では、エポキシド官能性プレポリマーの分
子量は、例えば、ポリスチレン基準を使用したゲル透過クロマトグラフィー（ＧＰＣ）に
より測定して、５００～１５，０００グラム／モル、又は５００～５０００グラム／モル
であってもよい。
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【００６０】
　エポキシド類と反応性の少なくとも２つの基を有する第２の樹脂は、ヒドロキシル、メ
ルカプト、カルボン酸、第１級アミン、又は第２級アミンのうちの少なくとも１つを含ん
でもよい。いくつかの実施形態では、第２の樹脂は、本明細書で以前引用されたポリオー
ル類を含んでもよい。別の実施形態では、第２の樹脂は、本明細書で以前引用されたポリ
アミン類を含んでもよい。いくつかの実施形態では、好適なポリアミン類は、第１級アミ
ン類、第２級アミン類、及びこれらの組み合わせから選択される少なくとも２つのアミン
基を有するポリアミドプレポリマー類を含んでもよい。好適な代表的なポリアミドプレポ
リマー類としては、例えば、Ｃｏｇｎｉｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｃｏａｔｉｎｇ　
＆　Ｉｎｋｓ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ（Ｍｏｎｈｅｉｍ，Ｇｅｒｍａｎｙ）から商標名「ＶＥ
ＲＳＡＭＩＤ」で入手可能なものを挙げることができる。
【００６１】
　いくつかの実施形態では、少なくとも２つのエポキシド基を含む第１の樹脂と、エポキ
シドと反応性の少なくとも２つの基を含む第２の樹脂と、からの微粒子エポキシドの調製
は、触媒の存在下で行われてもよい。代表的な好適な触媒としては、トリエチルアミン、
トリイソプロピルアミン、トリ第３級ブチルアミン、テトラフルオロホウ酸及びＮ，Ｎ－
ジメチルベンジルアミン等の第３級アミンが挙げられる。いくつかの実施形態では、触媒
は、第２の樹脂がエポキシド官能性材料と組み合わされる前に、第２の樹脂中に組み込ま
れてもよい。いくつかの実施形態では、使用される触媒の量は、組み合わされる第１及び
第２の樹脂の総重量に基づいて、５重量パーセント未満、又は３重量パーセント未満、又
は１重量パーセント未満であってもよい。
【００６２】
　微粒子架橋ポリエポキシドの調製に使用される反応物の、エポキシド基とエポキシド反
応性基とのモル当量比は、典型的には０．５：１．０～２．０：１．０、例えば０．７：
１．０～１．３：１．０又は０．８：１．０～１．２：１．０である。
【００６３】
　いくつかの実施形態では、少なくとも２つのイソシアネート基又は少なくとも２つのエ
ポキシド基を有する第１の樹脂、及び／又は第２の樹脂は、場合により、既知の従来の添
加剤を含んでもよい。そのような添加剤の例としては、熱安定剤、抗酸化剤、金型剥離剤
、固定染料（static dyes）、顔料、アルコキシル化フェノールベンゾエート類及びポリ
（アルキレングリコール）ジベンゾエート類等の柔軟化添加剤、並びにエチレンオキシド
／プロピレンオキシドブロックコポリマー界面活性剤等の界面活性剤が挙げられる。いく
つかの実施形態では、そのような添加剤は、組み合わされる第１及び第２の樹脂の総重量
に基づいて、合計最大１０重量パーセント、又は最大５重量パーセント、又は最大３重量
パーセントの量で存在してもよい。
【００６４】
　本開示の実施に有用な他のポリマー粒子としては、例えばＲＯＨＭ　Ａｍｅｒｉｃａ，
Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ（Ｌａｗｒｅｎｃｅｖｉｌｌｅ，Ｇｅｏｒｇｉａ）から商標名
「ＲＯＨＡＤＯＮ」で、またＮｅｇａｍｉ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　
Ｃｏ．，Ｌｔｄ．から商標名「ＡＲＴ　ＰＥＡＲＬ」で市販されている熱可塑性ポリ（メ
タ）アクリレート類が挙げられる。本開示の実施に有用な更なる他のポリマー粒子として
は、例えばＤｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇ
ａｎ）から商標名「ＭＥＴＨＯＣＥＬ」で市販されているセルロース粒子が挙げられる。
【００６５】
　本開示による研磨パッド中に存在するポリマー粒子の量は、様々であってもよい。興味
深いことに、いくつかの実施形態では、所定の技術を用いて混合されたポリマー粒子の量
は、得られた研磨層の多孔率に予想外の形で影響することが見出された。例えば、旋回と
回転を組み合わせたミキサーを使用する際、最大２０重量パーセントの粒子レベルは、最
大１５重量パーセントの粒子レベルよりも少ない孔を提供することが見出された。しかし
ながら、他の混合技術は異なる結果を提供する可能性がある。いくつかの実施形態では、
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ポリマー粒子は、微粒子ポリマー及び架橋網状組織の総重量に基づいて、少なくとも１重
量パーセント、又は少なくとも２．５重量パーセント、又は少なくとも５重量パーセント
の量で存在する。いくつかの実施形態では、ポリマー粒子は、ポリマー粒子及び架橋網状
組織の総重量に基づいて、最大２５重量パーセント、又は最大２０重量パーセント、又は
２０重量パーセント未満の量で存在してもよい。
【００６６】
　ポリマー粒子が繊維である実施形態を含むいくつかの実施形態では、ポリマー粒子は、
ポリマー粒子及び架橋網状組織の総重量に基づいて、最大１０重量パーセント、又は最大
５重量パーセント、又は５重量パーセント未満の量で存在してもよい。有利には、繊維形
態のポリマー粒子は、ポリマー粒子及び架橋網状組織の総重量に基づいて、最大２重量パ
ーセントのレベルにおいてでさえも、有用なレベルの多孔率を提供することができる。こ
れらの実施形態のいくつかでは、ポリマー粒子は水溶性繊維（例えば、メチルセルロース
繊維）である。実施例の表１及び２に示すように、メチルセルロース繊維を用いた場合、
等重量の球状ポリウレタン粒子を用いた場合と比較して、より高いレベルの多孔率が得ら
れる。実施例１２の硬化組成物の断面図の顕微鏡写真である図８と、それぞれが実施例１
５の硬化組成物の断面図及び上面図の顕微鏡写真である図７Ａ及び７Ｂとの目視比較によ
り、２重量パーセントの繊維（図８）によって１０重量パーセントの粒子（図７Ａ及び７
Ｂ）とほぼ同一の多孔率レベルが獲得できることが示される。
【００６７】
　より低いレベルの粒子を組み込んで同一の多孔率を得ることは、例えば、架橋網状組織
全体にわたる粒子分布の均一性を改善し、また研磨中にパッド表面の硬度を維持するのに
有用であり得る。
【００６８】
　本開示による研磨パッドは、ポリマー粒子と、熱硬化成分及び放射性硬化成分を含む架
橋網状組織と、を含む研磨層を備える。非常に様々な好適なポリマー類が、架橋網状組織
の形成に有用であり得る。いくつかの実施形態では、熱硬化成分は、ポリウレタン、ポリ
エポキシド、又はウレタン変性ポリエポキシドのうちの少なくとも１つを含む。
【００６９】
　典型的には、本開示の架橋網状組織は、ポリマー粒子の存在下で形成される。いくつか
の実施形態では、硬化性樹脂組成物がポリマー粒子の間に存在する間に、熱硬化性樹脂組
成物と放射線硬化性樹脂組成物とが反応して、架橋網状組織を形成し得る。
【００７０】
　いくつかの実施形態では、本明細書に開示した研磨層は、ポリマー粒子及び架橋網状組
織の総重量に基づいて、少なくとも７５重量パーセント、又は少なくとも８０重量パーセ
ント、又は少なくとも８５重量パーセントの架橋網状組織を含んでもよい。いくつかの実
施形態では、架橋網状組織は、ポリマー粒子及び架橋網状組織の総重量に基づいて、最大
９９重量パーセント、又は最大９５重量パーセント、又は最大９０重量パーセントの量で
、研磨層中に存在してもよい。
【００７１】
　架橋網状組織は、従来の重合技術の方法により調製されてもよい。いくつかの実施形態
では、架橋網状組織は、縮合反応、フリーラジカル開始反応、又はこれらの組み合わせに
より形成されてもよい。いくつかの実施形態では、熱硬化成分は、ポリウレタンプレポリ
マーを含有する熱硬化性樹脂組成物をポリアミンと縮合させることにより形成されたポリ
ウレタンを含んでもよい。いくつかの実施形態では、放射性硬化成分は、光開始剤の存在
下でのウレタン－ジアクリレート又はウレタン－ジメタクリレートの重合により形成され
たウレタン－ポリアクリレート又はウレタン－ポリメタクリレートを含んでもよい。いく
つかの実施形態では、架橋網状組織は、段階的な又は同時の、熱硬化及び放射線硬化重合
により形成された相互貫入ポリマー網状組織である。いくつかの実施形態では、放射性硬
化成分（いくつかの実施形態ではポリアクリレート又はポリメタクリレート）は、例えば
ウレタン又は尿素結合基を介して、熱硬化成分に共有結合されている。
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【００７２】
　本開示の実施に有用な好適な熱硬化性樹脂組成物は、モノマー類、プレポリマー類、及
びこれらの混合物を含有してもよい。いくつかの実施形態では、熱硬化性樹脂組成物は、
触媒、架橋剤、硬化剤、溶媒、及び当該技術分野にて既知の他の従来の添加剤を含有して
もよい。
【００７３】
　いくつかの実施形態では、熱硬化性樹脂組成物は、末端保護イソシアネート基であって
もよい少なくとも２つのイソシアネート基、又は少なくとも２つのエポキシド基を有する
第１の樹脂と、イソシアネート類及び／又はエポキシド類と反応性の少なくとも２つの基
（例えば、ヒドロキシル、アミノ、カルボキシ、又はメルカプタン基）を有する第２の樹
脂と、を含有する。
【００７４】
　熱硬化成分の調製に使用され得る代表的な好適な第１の樹脂及び第２の樹脂は、それぞ
れ微粒子ポリウレタン類に関して本明細書で以前記載されたイソシアネート類（プレポリ
マー類を含む）、末端保護イソシアネート類、ポリオール類及びポリアミン類から選択さ
れてもよい。末端保護イソシアネート類の使用により、例えば、第１の樹脂及び第２の樹
脂が組み合わされた際にゲル化の開始が遅延する可能性があり、このことは第１の樹脂及
び第２の樹脂とポリマー粒子とを混合する、より長い時間を可能とし得る。
【００７５】
　第１の樹脂として有用ないくつかのイソシアネートプレポリマー類は市販されており、
例えば、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．（Ａｌｌｅ
ｎｔｏｗｎ，ＰＡ）から商標名「ＡＩＲＴＨＡＮＥ　ＰＨＰ－７５Ｄ」で入手可能なイソ
シアネートプレポリマーがある。第２の樹脂として有用ないくつかのジアミン類が市販さ
れており、例えばＡｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．か
ら商標名「ＶＥＲＳＡＬＩＮＫ　Ｐ２５０」及び「ＶＥＲＳＡＬＩＮＫ　Ｐ６５０」で入
手可能なオリゴマージアミンがある。
【００７６】
　いくつかの実施形態では、少なくとも２つのイソシアネート基を有する第１の樹脂と、
イソシアネート基と反応性の少なくとも２つの基を有する第２の樹脂と、を含む、放射線
硬化性樹脂及び熱硬化性樹脂を含有する組成物は、触媒を更に含んでもよい。代表的な好
適な触媒としては、微粒子ポリウレタンの調製に関連して本明細書で以前引用されたもの
（例えば、トリエチルアミン等の第３級アミン、及びジブチルスズジラウレート等の有機
金属化合物）を挙げることができる。いくつかの実施形態では、触媒は、第１の樹脂と第
２の樹脂とを組み合わせる前に、第２の樹脂中に組み込まれてもよい。いくつかの実施形
態では、触媒は、組み合わされる第１及び第２の樹脂の総重量に基づいて、５重量パーセ
ント未満、又は３重量パーセント未満、又は１重量パーセント未満の量で存在してもよい
。第１の樹脂及び第２の樹脂中のイソシアネート基及び任意の末端保護イソシアネート基
とイソシアネート反応性基とのモル当量比は、ぞれぞれ、０．５：１．０～２．０：１．
０、又は０．７：１．０～１．３：１．０、又は０．８：１．０～１．２：１．０であっ
てもよい。
【００７７】
　いくつかの実施形態では、熱硬化成分は、少なくとも２つのエポキシド基を有する第１
の樹脂と；エポキシド基と反応性の少なくとも２つの基（例えば、ヒドロキシル、アミノ
、カルボキシ、又はメルカプタン基）を有する第２の樹脂と、を反応させることにより調
製されてもよい。少なくとも２つのエポキシド基を有する代表的な好適な第１の樹脂及び
第２の樹脂としては、本明細書で以前説明した微粒子ポリエポキシドの調製に使用される
エポキシド類、ポリアミン類、及びポリオール類のいずれかが挙げられる。
【００７８】
　いくつかの実施形態では、ポリエポキシドの熱的に硬化された成分の調製に使用される
第１の樹脂及び第２の樹脂を含む、放射線硬化性樹脂及び熱硬化性樹脂を含有する組成物



(16) JP 5728026 B2 2015.6.3

10

20

30

40

50

は、エポキシド開環触媒を更に含んでもよい。エポキシド類の開環に好適な代表的な触媒
としては、上述した任意のもの（例えば、トリ－ｔｅｒｔ－ブチルアミン等の第３級アミ
ン）及びテトラフルオロホウ酸）が挙げられる。いくつかの実施形態では、触媒は、第１
の樹脂と第２の樹脂とを混合する前に、第２の樹脂に添加されてもよい。いくつかの実施
形態では、エポキシド開環触媒は、第１及び第２の樹脂の総重量に基づいて、５重量パー
セント未満、又は３重量パーセント若しくは１重量パーセント未満の量で存在してもよい
。第１及び第２の樹脂中のエポキシド基とエポキシド反応性基とのモル当量比は、それぞ
れ、０．５：１．０～２．０：１．０、又は０．７：１．０～１．３：１．０、又は０．
８：１．０～１．２：１．０であってもよい。
【００７９】
　いくつかの実施形態では、熱硬化性樹脂は、従来の添加剤を含んでもよい。代表的な好
適な従来の添加剤としては、微粒子ポリウレタン類及び微粒子ポリエポキシド類の調製に
関連して本明細書で以前記載された、金型剥離剤、染料、及び柔軟化剤等の任意の添加剤
が挙げられる。いくつかの実施形態では、添加剤は、架橋網状組織の総重量に基づいて、
１０重量パーセント未満、又は５重量パーセント未満、又は３重量パーセント未満の量で
存在してもよい。従来の添加剤は、例えば、第１又は第２の樹脂のいずれかに添加されて
もよい。
【００８０】
　本開示による多孔質研磨パッドは、放射性硬化成分を有する研磨層を備える。放射性硬
化成分は、ポリアクリレート、ポリメタクリレート、ポリ（ビニルエーテル）、ポリビニ
ル、又はポリエポキシドのうちの少なくとも１つを含む。いくつかの実施形態では、放射
性硬化成分は、ポリアクリレート又はポリメタクリレートの少なくとも１つを含む。放射
性硬化成分は、少なくとも２つのアクリレート、メタクリレート、ビニル（例えば、ビニ
ル、アリル、又はスチリル基）、又はエポキシド基を含む放射線硬化性樹脂から調製され
てもよい。いくつかの実施形態では、放射線硬化性樹脂は、少なくとも２つのアクリレー
ト又はメタクリレート基を含む。
【００８１】
　いくつかの実施形態では、放射線硬化性樹脂は、少なくとも２つの（メタ）アクリレー
ト変性イソシアネート基を有する（メタ）アクリレート変性多官能性イソシアネート材料
を含んでもよく、これは、例えば末端及び／又は懸垂イソシアネート基を有するポリウレ
タンプレポリマー（例えば、微粒子ポリウレタン類の調製に関連して上述したポリウレタ
ンプレポリマー類）と、イソシアネート反応性官能基（例えば、ヒドロキシル、アミノ基
、又はメルカプト基）を有する（メタ）アクリレートとの反応生成物であってもよい。
【００８２】
　代表的な好適なヒドロキシ又はアミノ官能性（メタ）アクリレート類としては、ヒドロ
キシアルキルアクリレート類及びメタクリレート類（例えば、２－ヒドロキシエチルアク
リレート（ＨＥＡ）、２－ヒドロキシエチルメチルアクリレート（ＨＥＭＡ）、２－ヒド
ロキシプロピルアクリレート、３－ヒドロキシプロピルアクリレート（ＨＰＡ）、２－ヒ
ドロキシプロピルメタクリレート、３－ヒドロキシプロピルメタクリレート、１，３－ジ
ヒドロキシプロピルアクリレート、２，３－ジヒドロキシプロピルアクリレート及びメタ
クリレート、２－ヒドロキシエチルアクリルアミド及びメタクリルアミド、２－ヒドロキ
シブチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２－ヒド
ロキシ－３－フェニルオキシプロピル（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールモ
ノ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシアルキル（メタ）アクリロイルホスフェート類
、４－ヒドロキシシクロヘキシル（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールモノ
（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールモノ（メタ）アクリレート、トリメチロ
ールプロパンジ（メタ）アクリレート、トリメチロールエタンジ（メタ）アクリレート、
ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ
）アクリレート；Ｎ－アルキル－Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルアミド類及びメタクリル
アミド類、ヒドロキシエチル－βカルボキシエチルアクリレート、ヒドロキシヘキシルア
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クリレート、ヒドロキシオクチルメタクリレート、ポリプロピレングリコールモノメタク
リレート、プロピレングリコールモノメタクリレート、カプロラクトンアクリレート、ｔ
－ブチルアミノエチルメタクリレート、並びにこれらの混合物）が挙げられる。これらの
多数は商業的供給源から入手可能であり、例えば、有用なヒドロキシエチルアクリレート
類及びヒドロキシプロピルアクリレート類は、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ（Ｍｉｄｌａｎ
ｄ，Ｍｉｃｈ．）及びＯｓａｋａ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒ
ｙ　Ｌｔｄ．（Ｏｓａｋａ，Ｊａｐａｎ）から市販されている。有用なヒドロキシブチル
アクリレート類は、Ｏｓａｋａ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ
　Ｌｔｄ．から市販されている。有用なヒドロキシポリエステルアクリレート類は、Ｄｏ
ｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから商標名「ＴＯＮＥ　ＭＯＮＯＭＥＲ　Ｍ－１
００」で市販され、またＯｓａｋａ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｄｕｓｔ
ｒｙ　Ｌｔｄ．から「ＶＩＳＣＯＡＴ　２３０８」で市販されている。有用なヒドロキシ
ポリエーテルアクリレート類は、Ｂａｙｅｒ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ（Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇ
ｈ，Ｐａ．）から商標名「ＡＲＣＯＬ　Ｒ－２７３１」で市販されている。
【００８３】
　（メタ）アクリレート基は、プレポリマー上の懸垂部（pendant）、末端、又はこれら
の組み合わせに位置していてもよい。いくつかの実施形態では、プレポリマーは、（メタ
）アクリレート基で末端保護されている。放射線硬化性樹脂は、例えば、イソシアネート
反応性官能基を有する（メタ）アクリレートを、典型的には過剰のイソシアネートの存在
下で、ポリイソシアネートプレポリマーと反応させることにより調製されてもよい。いく
つかの実施形態では、イソシアネート反応性官能基を有する（メタ）アクリレートを、イ
ソシアネート官能性プレポリマー上の約１０％～約８０％、約２０％～約７０％、又は約
３０％～約６０％のイソシアネート基がイソシアネート反応性官能基を有する（メタ）ア
クリレートと反応する量で、イソシアネート官能性プレポリマーと反応させる。
【００８４】
　少なくとも２つの（メタ）アクリレート変性イソシアネート基を有するいくつかの（メ
タ）アクリレート変性多官能性イソシアネート材料は市販されており、例えば、Ｂａｙｅ
ｒ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　Ｓｃｉｅｎｃｅ（Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，ＰＡ）から商標名「
ＤＥＳＭＯＬＵＸ　Ｄ１００」、「ＤＥＳＭＯＬＵＸ　ＶＰＬＳ　２３９６」、及び「Ｄ
ＥＳＭＯＬＵＸ　ＸＰ２５１０」で入手可能なイソシアネートウレタンアクリレートがあ
る。
【００８５】
　放射線硬化性組成物及び熱硬化性組成物を含有する組成物は、典型的には、光開始剤又
は光開始剤の組み合わせも含有する。有用な光開始剤としては、例えばベンゾイン、ベン
ゾインアセタール類（例えば、ベンジルジメチルケタール）、ベンゾインエーテル類（例
えば、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル及びベンゾインイソ
ブチルエーテル）、ヒドロキシアルキルフェニルケトン類（例えば、１－ヒドロキシシク
ロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－
オン及び１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１
－オン）、ベンゾイルシクロヘキサノール、ジアルコキシアセトフェノン誘導体（例えば
、２，２－ジエトキシアセトフェノン）、アシルホスフィンオキシド類（例えば、ビス（
２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジ
メトキシベンゾイル）－（２，４，４－トリメチルペンチル）ホスフィンオキシド及び２
，４，４－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキシド）、メチルチオフェニル
モルホリノケトン類（例えば、２－メチル－１－４（メチルチオ）及びフェニル－２－モ
ルホリノ－１－プロパノン）及びモルホリノフェニルアミノケトン類を含む、例えば、「
α開裂型」光開始剤類；ベンゾフェノン類、チオキサントン類、ベンジル類、カンファー
キノン類及びケトクマリン類に基づく光開始剤及び共開始剤を含む水素除去（hydrogen a
bstracting）光開始剤類；並びにこれらの組み合わせが挙げられる。いくつかの実施形態
では、光開始剤は、アシルホスフィンオキシド（例えば、ビス（２，４，６－トリメチル
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ベンゾイル）－フェニルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－
（２，４，４－トリメチルペンチル）ホスフィンオキシド及び２，４，４－トリメチルベ
ンゾイルジフェニルホスフィンオキシド）である。
【００８６】
　代表的な有用な市販の光開始剤は、商標名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ　３６９」、「ＩＲＧＡ
ＣＵＲＥ　８１９」、「ＩＲＧＡＣＵＲＥ　ＣＧＩ４０３」、「ＩＲＧＡＣＵＲＥ　６５
１」、「ＩＲＧＡＣＵＲＥ　１８４１」、「ＩＲＧＡＣＵＲＥ　２９５９４」、「ＤＡＲ
ＯＣＵＲ　１１７３」、「ＤＡＲＯＣＵＲ　４２６５」及び「ＣＧＩ１７００」で入手可
能であり、これらは全てＣｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ（Ａｒｄｓ
ｌｅｙ，Ｎ．Ｙ．）から入手可能である。光開始剤は、光重合の所望の速度を提供するの
に十分な量で存在することが好ましい。量は、光源、放射エネルギーに曝露される層の厚
さ、及び波長における光開始剤の吸光係数に一部依存するであろう。典型的には、光開始
剤成分は、少なくとも約０．０１重量％、少なくとも約０．１重量％、少なくとも約０．
２重量％、最大約１０重量％、又は最大約５重量％の量で存在するであろう。
【００８７】
　放射線硬化性組成物及び熱硬化性組成物は、本明細書に開示した多孔質研磨パッドを作
製するために、組成物中で緊密に混合され得る。いくつかの実施形態では、組成物は、組
成物の総重量に基づいて、少なくとも約１０（いくつかの実施形態では、少なくとも約１
５、２０、２５、３０、又は４０）重量パーセントの放射線硬化性組成物を含有し、また
最大８５（いくつかの実施形態では、最大約８０、７５、７０、６５、６０、５５、又は
５０）重量パーセントの放射線硬化性組成物を含有する。いくつかの実施形態では、組成
物は、組成物の総重量に基づいて、少なくとも約１５（いくつかの実施形態では、６０の
少なくとも約２０、２５、３０、３５、４０、４５、５０、５５）重量パーセントの熱硬
化性組成物を含有し、また最大約９０（いくつかの実施形態では、最大約８５、８０、又
は７５）重量パーセントの熱硬化性組成物を含有する。
【００８８】
　いくつかの実施形態では、熱硬化性樹脂組成物、放射線硬化性樹脂組成物、及びポリマ
ー粒子を含有する組成物は、界面活性剤を更に含む。同様に、いくつかの実施形態では、
熱硬性成分及び放射性硬化成分を含む架橋網状組織と、架橋網状組織中に分散されたポリ
マー粒子と、架橋網状組織中に分散された独立気泡孔と、を含む多孔質研磨層は、架橋網
状組織中に分散された界面活性剤を更に含む。本開示の実施に有用であり得る界面活性剤
の例としては、アニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、非イオン性界面活性剤、
両性界面活性剤（例えば、両性イオン性界面活性剤）、及びこれらの組み合わせが挙げら
れる。これらのタイプの界面活性剤のそれぞれは、フッ素系、シリコーン系、及び炭化水
素系界面活性剤を含むことができる。
【００８９】
　代表的な有用なカチオン性界面活性剤としては、脂肪族アンモニウム塩が挙げられる。
代表的な有用なアニオン性界面活性剤としては、カルボン酸塩（例えば、脂肪酸塩及びア
ルキルエーテルカルボン酸塩）、スルホン酸塩（例えば、アルキルベンゼンスルホン酸塩
、アルキルナフタレンスルホン酸塩、及びα－オレフィンスルホン酸塩）、硫酸塩（例え
ば、より高次のアルコ－ル硫酸エステル塩及びアルキルエーテル硫酸塩）、及びリン酸塩
（例えば、アルキルリン酸塩）が挙げられる。代表的な有用な非イオン性界面活性剤とし
ては、ポリオキシエチレンアルキルエーテル類、エーテルエステル類（例えば、グリセリ
ンエステル類のポリオキシエチレンエーテル類）、エステル類（例えば、ポリエチレング
リコール脂肪酸エステル類、グリセリンエステル類、ソルビタンエステル類）、及び例え
ばＡｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（Ａｌｌｅｎｔｏｗｎ，Ｐｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａ）から商
標名「ＤＡＢＣＯ」で入手可能なもの等のシリコーングリコールコポリマー類が挙げられ
る。界面活性剤は、組成物中又は研磨層中に、組成物又は多孔質研磨層の総重量に基づい
て、例えば、最大１０重量パーセント（いくつかの実施形態では、最大４、３、又は２重
量パーセント）の量で存在してもよい。いくつかの実施形態では、界面活性剤は、組成物
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又は多孔質研磨層の総重量に基づいて、少なくとも１パーセントの量で存在する。本開示
は、本明細書に記載される研磨パッドの製造方法を提供する。本方法は、熱硬化性樹脂組
成物、放射線硬化性樹脂組成物、及びポリマー粒子を含有する組成物中に孔を形成する工
程を含む。いくつかの実施形態では、組成物中の孔の形成は、組成物を混合することによ
り行われる。混合は、多様な技術により、例えば、機械ミキサー又は手による混合を用い
て行われてもよい。いくつかの実施形態では、混合プロセス（及び機械ミキサー）は、回
転及び旋回の両方を含んでもよい。ポリマー粒子の粒径及び負荷は、上述したように、得
られる研磨層の多孔率に影響し得る。
【００９０】
　いくつかの実施形態では、熱硬化性樹脂組成物、放射線硬化性樹脂組成物、及びポリマ
ー粒子を含有する組成物は、一緒に混合され、支持層上に配置されてもよい。支持層頂部
上の開放金型（例えば、頂部又は蓋を有さない金型）は、研磨層の所望の形状を形成する
のに有用であり得る。混合物は、機械的手段により金型内に分配されて、金型を均一に満
たすことができる。好適な機械的手段としては、低加圧又は圧縮ローラーの使用を挙げる
ことができる。
【００９１】
　本明細書に開示した研磨パッドの製造方法は、組成物を放射線に暴露して放射線硬化性
組成物を少なくとも部分的に硬化させ、組成物を加熱して熱硬化性樹脂を少なくとも部分
的に硬化させることにより研磨層を形成する工程も含む。放射線は、典型的には紫外放射
線（即ち、約２００ｎｍ～約４００ｎｍの範囲の放射線）である。組成物を少なくとも部
分的に硬化させるのに必要な放射線量は、例えば、放射線に対する暴露角度、組成物の厚
さ、組成物中の重合性基の量、並びに光開始剤のタイプ及び量を含む多様な要素に依存す
るであろう。典型的には、約２００ｎｍ～約４００ｎｍの波長を有するＵＶ光源が、組成
物の放射線吸収プロファイルに適切な、ＵＶ源を通過する速度を提供するコンベヤーシス
テム上で輸送されている組成物に指向される。有用なＵＶ光源としては、例えば、超高圧
水銀ランプ、高圧水銀ランプ、中圧水銀ランプ、低強度蛍光ランプ、ハロゲン化金属ラン
プ、マイクロ波出力ランプ、キセノンランプ、例えば、エキシマーレーザー及びアルゴン
イオンレーザーを含むレーザー光源、並びにこれらの組み合わせが挙げられる。次いで、
組成物を、例えば、最大約１８０℃、又は最大約１５０℃、又は最大約１３５℃、又は最
大約１２０℃（例えば、８０℃～１２０℃、又は８０℃～１１０℃、又は９０℃～１００
℃の範囲）の高温の炉内に一定時間（例えば３０分～２４時間）配置してもよい。放射線
に対する暴露及び加熱は、いずれの順序で行ってもよく、又は同時に行ってもよい。いく
つかの実施形態では、放射線への暴露は加熱の前に行われる。
【００９２】
　本開示の研磨パッドは、１つ以上の作業表面を有してもよく、本明細書で使用される「
作業表面」とは、研磨される物品の表面と接触され得る研磨パッドの表面を指す。いくつ
かの実施形態では、研磨される物品は、シリコンウェハであってもよい。いくつかの実施
形態では、研磨パッドの作業表面は、チャネル、溝、穿孔及びこれらの組み合わせ等の表
面構造を有してもよい。これらの表面構造は、以下の特性の１つ以上を向上させ得る。（
１）パッドの作業表面と研磨される物品の表面との間の研磨スラリーの移動；（２）研磨
される物品の表面から擦り減らされた材料の除去及び輸送；又は（３）研磨パッドの研磨
効率若しくは平坦化効率。
【００９３】
　表面構造は、多様な方法により、研磨パッドの作業表面中に組み込むことができる。い
くつかの実施形態では、パッドの作業表面は、例えば、擦り減らし又は切削により機械的
に変更されてもよい。別の実施形態では、表面構造は、例えば、金型の少なくとも１つの
内面に、パッドの形成中にパッドの作業表面内に刻印され得る隆起構造を提供することに
よって、成形プロセス中にパッドの作業表面中に組み込まれてもよい。表面構造は、研磨
パッドの作業表面全域に、不揃いの又は均一のパターンの形態で分布されてもよい。代表
的な表面構造パターンとしては、螺旋形、円形、正方形、斜交平行線模様及びワッフル様
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パターンを挙げることができる。
【００９４】
　いくつかの実施形態では、本開示による、又は本開示により作製された研磨パッドは、
支持層から突出する別個の研磨要素を備える。ここで図３を参照すると、複数の研磨要素
４を含む研磨パッド２の実施形態が示されており、研磨要素４のそれぞれが任意の支持層
８に付着されている。研磨パッド２は、柔軟層１０を更に備える。典型的には、別個の研
磨要素を含む研磨層は連続層であるが、図３には図示されていない。別個の研磨要素間に
おいて、フィルムは例えば、最大０．０１、０．０２、又は０．０３ｍｍの厚さを有して
もよい。別の実施形態では、別個の研磨要素を含む研磨層は、例えば別個の研磨要素間の
フィルムにおいて不連続であってもよい。図示した実施形態では、研磨要素４は、薄フィ
ルム層（図示せず）により研磨要素４の間にて支持層に付着されているため、１つ以上の
他の研磨要素４に関連した研磨要素４の側方の移動は制限されるが、研磨要素４は典型的
には、各研磨要素４の研磨表面１４に垂直な軸線において独立して可動な状態のままであ
る。図示したように、研磨要素４のそれぞれは、一般に、実質的に研磨要素４全体にわた
って分散された複数の孔１５を有する。
【００９５】
　図３に図示した特定の実施形態では、研磨要素４は、支持層１０の第１の主側面に、例
えば支持層８への直接結合によって付着されて示されている。研磨要素４は、支持層８上
に直接成型され、硬化されてもよい。別の実施形態では、研磨要素４は接着剤を使用して
支持層８に取り付けられ、又は柔軟層１０に直接取り付けられてもよい。これらの実施形
態では、多孔質研磨層は、典型的には不連続層である。図３に図示した特定の実施形態で
は、研磨パッド２をＣＭＰ研磨装置（図３には図示せず）の研磨プラテン（図３には図示
せず）に固定するために使用可能な、任意の感圧性接着剤層１２が、支持層８に対向して
柔軟層１０に隣接して図示されている。
【００９６】
　図４を参照すると、研磨パッド２’の別の代表的な実施形態が図示されており、研磨パ
ッド２’は、第１の主側面と、第１の主側面に対向する第２の主側面とを有する柔軟層３
０と；複数の研磨要素２４であって、それぞれの研磨要素２４が柔軟層３０の第１の主側
面に付着するためのランド領域２５を有する、複数の研磨要素２４と；第１の主表面と、
第１の主表面に対向する第２の主表面と、を有する、任意のガイドプレート３１であって
、複数の研磨要素２４を柔軟層３０の第１の主側面上に配列するために、ガイドプレート
３１の第１の主表面が柔軟層３０から遠位になるようにして位置づけられる、ガイドプレ
ート３１と、を備える。
【００９７】
　図４に図示するように、それぞれの研磨要素２４は、第１の主側面に対して実質的に垂
直である第１の方向に沿って、ガイドプレート３１の第１の主表面から延出している。図
４に図示した特定の実施形態では、多孔質研磨要素２４のそれぞれはまた、研磨要素２４
のほぼ全体にかけて分布された複数の孔１５を有するものとして示されている。加えて、
図４に図示した特定の実施形態では、３つの研磨要素２４が図示されており、これらの研
磨要素２４は全て、多孔質研磨表面２３と、研磨要素２４のほぼ全体にかけて分布された
孔１５と、の両方を含む多孔質研磨要素として図示されている。しかし、任意の数の研磨
要素２４を使用してよく、多孔質研磨要素の数は、最低１つの研磨要素から、多くは全て
の研磨要素の数と等しい数まで、あるいはそれらの間の任意の数として、選択してよいも
のと理解されたい。
【００９８】
　任意の研磨組成物分布層２８が、図４に追加的に図示されている。研磨プロセスの間に
、任意の研磨組成物分布層２８は、個々の研磨要素２４への加工液及び／又は研磨スラリ
ーの分布を補助する。また、図４に図示されるように、少なくともガイドプレート３１及
び任意の研磨組成物分布層２８を貫通して延びる複数の開口２６を提供することができる
。いくつかの実施形態では、ガイドプレート３１は、研磨組成物分布層としての役割も果
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たし得る。
【００９９】
　図４に図示されるように、いくつかの実施形態では、それぞれの研磨要素２４はランド
領域２５を有し、それぞれの研磨要素２４は、対応するランド領域２５をガイドプレート
３１の第２の主表面に係合することによって柔軟層３０の第１の主側面に付着される。そ
れぞれの研磨要素２４の少なくとも一部分は、対応する開口２６内に延び、それぞれの研
磨要素２４はまた、対応する開口２６を貫通してガイドプレート３１の第１の主表面から
外向きに延びる。故に、ガイドプレート３１の複数の開口２６は、支持層３０上の研磨要
素２４の横方向の配列をガイドする役割を果たす一方で、それぞれのランド領域２５との
係合によってそれぞれの対応する研磨要素２４を支持層３０に付着する役割も果たす。
【０１００】
　結果的に、研磨プロセスの間に、研磨要素２４は柔軟層３０の第１の主側面に対して実
質的に垂直な方向に自由に独立して変位する一方で、ガイドプレート３１によって支持層
３０と付着されたまま保たれることになる。いくつかの実施形態では、これによって、非
柔軟性の研磨要素、例えば、研磨表面のみに又はその近くのみに分布された孔を有する多
孔質研磨要素の使用が可能になり得る。
【０１０１】
　図４に図示される特定の実施形態では、研磨要素２４は、柔軟層３０とガイドプレート
３１との間の境界面に位置づけられた任意の接着剤層３４を使用して柔軟層３０の第１の
主側面に付加的に付着される。しかし、例えば、熱及び圧力を用いて柔軟層３０に研磨要
素２４を直接結合することを含む、他の結合方法を使用してもよい。
【０１０２】
　図４に図示されていない代表的な関連実施形態では、複数の開口を、開口２６の少なく
とも一部分が主筒及びガイドプレート３１のアンダカット領域を備える開口のアレイとし
て配列する場合があり、このアンダカット領域は、対応する研磨要素ランド領域２５と係
合するショルダを形成することにより、研磨要素２４と柔軟層３０との間の接着剤を必要
とせずに研磨要素２４を保持する。
【０１０３】
　更に、図４に図示されるように、任意の第２の接着剤層３６を使用して、任意の研磨組
成物分布層２８をガイドプレート３１の第１の主表面に付着することができる。加えて、
図４に図示した特定の実施形態では、研磨パッド２’をＣＭＰ研磨装置（図４には図示せ
ず）の研磨プラテン（図４には図示せず）に固定するために使用可能な任意の感圧性接着
剤層３２が、ガイドプレート３１に対向して支持層３０に隣接して図示されている。
【０１０４】
　ガイドプレート及び／又は分布層はまた、多孔質研磨要素４がランド領域を有さない図
３に示す実施形態に関連して使用されてもよい。ガイドプレートの存在下では支持層８が
排除されてもよく、多孔質研磨要素が例えば、接着剤を使用して柔軟層１０に付着されて
もよい。
【０１０５】
　研磨表面１４及び２３に対して概して平行な方向に研磨要素４及び２４を貫通する研磨
要素４及び２４の断面形は、目的とする用途に依存して大きく異なる場合がある。図３及
び４には、略円形の断面を有する略円筒研磨要素４及び２４が示されているが、他の断面
形も可能であり、いくつかの実施形態では望ましい場合がある。例えば、円形、楕円形、
三角形、正方形、矩形、及び六角形の断面形が有用である場合がある。
【０１０６】
　円形断面を有する円筒形研磨要素４及び２４では、研磨要素４及び２４の断面の直径は
、研磨表面１４及び２３に概して平行な方向において約５０μｍ～約２０ｍｍである場合
があり、いくつかの実施形態では、この断面の直径は約１ｍｍ～約１５ｍｍであり、別の
実施形態では、この断面の直径は約５ｍｍ～約１５ｍｍ（あるいは更に約５ｍｍ～約１０
ｍｍ）である。非円形の断面を有する非円筒形の研磨要素では、特定の高さ、幅、及び長
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さにおける特徴的寸法を用いて研磨要素のサイズが特徴付けられ得る。いくつかの代表的
な実施形態では、約０．１ｍｍ～約３０ｍｍの特徴的寸法を選択する場合がある。
【０１０７】
　別の代表的な実施形態では、それぞれの研磨要素４及び２４の断面積は、研磨表面１４
及び２３に対して概して平行な方向において、約１ｍｍ２～約１，０００ｍｍ２、別の実
施形態では約１０ｍｍ２～約５００ｍｍ２、更なる別の実施形態では約２０ｍｍ２～約２
５０ｍｍ２である場合がある。
【０１０８】
　研磨要素（図３では４、図４では２４）は、目的とする用途に応じて柔軟層（図３では
１０、図４では３０）の主側面上に非常に多様なパターンで分布される場合があり、それ
らのパターンは規則的であっても不規則であってもよい。研磨要素は柔軟層のほぼ全面に
あってもよく、あるいは研磨要素を含まない支持層の領域があってもよい。いくつかの実
施形態では、研磨要素は、研磨要素の数とそれぞれの研磨要素の断面積と研磨パッドの断
面積とによって決定される柔軟層の平均表面被覆範囲として、柔軟層の主表面の総面積の
約３０～約９５パーセントを有する。
【０１０９】
　研磨パッドの主表面に対して概して平行な方向における研磨パッドの断面積は、いくつ
かの代表的な実施形態では約１００ｃｍ２～約３００，０００ｃｍ２である場合があり、
別の実施形態では約１，０００ｃｍ２～約１００，０００ｃｍ２である場合があり、更な
る別の実施形態では約２，０００ｃｍ２～約５０，０００ｃｍ２である場合がある。
【０１１０】
　研磨作業での研磨パッド（図３では２、図４では２’）の最初の使用の前は、いくつか
の代表的な実施形態では、それぞれの研磨要素（図３では４、図４では２４）は柔軟層（
図３では１０、図４では３０）の第１の主側面に対して実質的に垂直な第１の方向に沿っ
て延びている。別の代表的な実施形態では、それぞれの研磨要素は、ガイドプレート（図
４の３１）を含む平面の少なくとも約０．２５ｍｍ上に第１の方向に沿って延びる。更な
る代表的な実施形態では、それぞれの研磨要素は、支持層（図３の１０）を含む平面の少
なくとも約０．２５ｍｍ上に第１の方向に沿って延びる。追加的な代表的実施形態では、
研磨要素（図３では２、図４では２’）の基部又は底部の上の研磨表面（図３では１４、
図４では２３）の高さは、使用される研磨組成物及び研磨要素のために選択される材料に
応じて、０．２５ｍｍ、０．５ｍｍ、１．５ｍｍ、２．０ｍｍ、２．５ｍｍ、３．０ｍｍ
、５．０ｍｍ、１０ｍｍ又はそれ以上である場合がある。
【０１１１】
　再び図４を参照すると、研磨組成物分布層（２８及びガイドプレート３１全体にわたる
開口２６の深さ及び間隔は、特定のＣＭＰプロセスのための必要に応じて変化する場合が
ある。研磨要素２４は、それぞれが互いに対して、及び研磨組成物分布層２８及びガイド
プレート３１に対して、平面配向を維持し、研磨組成物分布層２８及びガイドプレート３
１の表面より上に突出する。
【０１１２】
　いくつかの代表的な実施形態では、ガイドプレート３１及び任意の研磨組成物分布層（
図４の２８）又は支持層（図３の８）より上の研磨要素（図３では４、図４では２４）の
延出によって創出される体積は、研磨組成物分布層（図４の２８）又は支持層（図３の８
）の表面上の研磨組成物の分布のための余地を提供することができる。研磨要素（図３で
は４、図４では２４）は、研磨要素の材料特性及び研磨組成物分布層（図４の２８）又は
支持層（図３の８）の表面の研磨組成物（加工液及び／又は研磨スラリー）に望まれる流
れに少なくとも部分的に依存する量に応じて研磨組成物分布層（図４の２８）又は支持層
（図３の８）より上に突出する。
【０１１３】
　いくつかの実施形態に有用なガイドプレートは、ポリマー類、コポリマー類、ポリマー
配合物、ポリマー複合体、又はこれらの組み合わせのような多様な材料で作製することが
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できる。非伝導性で液体不透過性の高分子材料が概して好ましく、ポリカーボネートが特
に有用であることが見出された。
【０１１４】
　いくつかの実施形態に有用な、任意の研磨組成物分布層はまた、非常に様々な高分子材
料で作製することができる。研磨組成物分布層は、いくつかの実施形態では、少なくとも
１つの親水性ポリマーを含む。好ましい親水性ポリマー類としては、ポリウレタン類、ポ
リアクリレート類、ポリビニルアルコール類、ポリオキシメチレン類、及びこれらの組み
合わせが挙げられる。高分子材料は、好ましくは多孔質であり、より好ましくは、研磨運
転中に研磨組成物分布層が圧縮されるときに基材の方に向けて正圧をもたらすために発泡
体を備える。いくつかの実施形態では、独立気泡又は連続気泡を有する多孔質材料又は発
泡体材料が好ましい場合がある。いくつかの特定の実施形態では、研磨組成物分布層は、
約１０～約９０パーセントの多孔率を有する。代替実施形態では、研磨組成物層は、研磨
運転中に滑らかな表面を提供するために、例えば、水を吸収することができる親水性ウレ
タンのようなヒドロゲル材料を、好ましくは約５～約６０重量パーセントの範囲で備える
場合がある。
【０１１５】
　いくつかの代表的な実施形態では、研磨組成物分布層は、研磨されている基材の表面に
わたって実質的に均一に研磨組成物を分布して、より均一な研磨を提供することができる
。研磨組成物分布層は、研磨中に研磨組成物の流量を調節するために、場合により、バッ
フル、溝（図示せず）、孔等の流れ抵抗要素を含む場合がある。更なる代表的な実施形態
では、研磨組成物分布層は、研磨表面から異なる深さで望ましい研磨組成物流量を達成す
るために、異なる材料の多様な層を含むことができる。
【０１１６】
　いくつかの代表的な実施形態では、１つ以上の研磨要素は、研磨要素内に画定された開
放コア領域又はキャビティを含む場合があるが、そのような構成は必ずしも必要ではない
。国際特許出願公開第ＷＯ　２００６／０５５７２０号（Ｔｏｒｇｅｒｓｏｎら）に記載
されているようないくつかの実施形態では、研磨要素のコアは、圧力、導電性、キャパシ
タンス、渦電流等を検出するセンサーを含んでもよい。
【０１１７】
　本明細書に開示した研磨パッド及び／又は研磨パッドの製造方法のいくつかの実施形態
では、支持層は、可撓性及び柔軟な材料を含む。支持層は、典型的には、その上で熱硬化
性樹脂組成物及び放射線硬化性樹脂組成物を含有する組成物が硬化され得る表面を提供す
るフィルムである。多孔質研磨層が研磨要素を含むいくつかの代表的な実施形態では、少
なくともその一部分が多孔質研磨要素を含む研磨要素は、支持層に付着された研磨要素の
単一シートとして、支持層と共に形成することができる。
【０１１８】
　支持層はまた、研磨パッドの使用中、柔軟層を研磨組成物中の水又は他の流体から保護
する役割も果たす。支持層は、典型的には、流体不透過性である（ただし、任意のバリヤ
との組み合わせにおいて透過性材料を使用して、支持層を通した流体の浸透を防ぐ又は阻
止してもよい）。いくつかの代表的な実施形態では、支持層は、シリコーン、天然ゴム、
スチレン－ブタジエンゴム、ネオプレン、ポリウレタン、ポリオレフィン、及びこれらの
組み合わせから選択される高分子材料を含む。支持層は、充填剤、微粒子、繊維、補強剤
等の非常に様々な追加の材料を更に含んでもよい。いくつかの実施形態では、支持層は透
明である。
【０１１９】
　支持層は、例えば材料（例えば、シリコーン、天然ゴム、スチレン－ブタジエンゴム、
ネオプレン、ポリウレタン、ポリオレフィン、及びこれらの組み合わせ）をフィルム中に
押し出すことにより作製されてもよい。いくつかの実施形態では、材料は、例えばＬｕｂ
ｒｉｚｏｌ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃ．（Ｃｌｅｖｅｌａｎｄ，
ＯＨ）から商標名「ＥＳＴＡＮＥ　５８８８７－ＮＡＴ０２」で入手可能な、又はＤｏｗ
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　Ｃｈｅｍｉｃａｌ（Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩ）から商標名「ＰＥＬＬＥＴＨＡＮＥ」、例
えば「ＰＥＬＬＥＴＨＡＮＥ　２１０２－６５Ｄ」で入手可能なポリウレタンである。支
持層として有用な市販のフィルムとしては、例えばＳｔｅｖｅｎｓ　Ｕｒｅｔｈａｎｅ（
Ｅａｓｔｈａｍｐｔｏｎ，Ｍａｓｓａｃｈｕｓｅｔｔｓ）から商標名「ＳＴ－１８８２」
、「ＳＴ－１０３５」、「ＳＳ－３３３１」、「ＳＳ－１４９５Ｌ」、及び「ＳＴ－１８
８０」で入手可能なポリウレタンフィルムが挙げられる。
【０１２０】
　本明細書に開示した研磨パッド及び／又は研磨パッドの製造方法のいくつかの実施形態
では、柔軟層は、柔軟ゴム又はポリマー等の可撓性及び柔軟な材料を含む。柔軟層は一般
に、研磨表面の方に向けて正圧をもたらすために圧縮性であり、また例えば研磨パッドと
研磨されている基材の表面との間に接触の均一性を提供することを補助し得る。いくつか
の代表的な実施形態では、柔軟層は、圧縮性高分子材料（例えば、天然ゴム、合成ゴム、
又は熱可塑性エラストマーから作製された例えば、発泡高分子材料）から形成されている
。独立気泡多孔質材料が有用であり得る。いくつかの実施形態では、柔軟層はポリウレタ
ンを含み、例えば、発泡ポリウレタン又はポリウレタン含浸フェルトであってもよい。柔
軟層の厚さは、例えば、０．２～３ｍｍの範囲であってもよい。研磨層が研磨要素を含む
いくつかの代表的な実施形態では、少なくともその一部分が多孔質研磨要素を含む研磨要
素は、多孔質柔軟層であってもよい柔軟層に付着された研磨要素の単一シートとして、柔
軟層と共に形成されてもよい。
【０１２１】
　いくつかの代表的な実施形態では、柔軟層は、シリコーン、天然ゴム、スチレン－ブタ
ジエンゴム、ネオプレン、ポリウレタン、ポリオレフィン、及びこれらの組み合わせから
選択される高分子材料を含む。支持層は、充填剤、微粒子、繊維、補強剤等の非常に様々
な追加の材料を更に含んでもよい。いくつかの実施形態では、柔軟層は流体不透過性であ
る（しかし、透過性材料を上述した支持層と組み合わせて使用してもよい）。
【０１２２】
　好適な市販の柔軟層としては、例えば、製品記述４７０１－６０－２００６２－０４、
４７０１－５０－２００６２－０４、４７０１－４０－２００６２－０４を有する、例え
ばＲｏｇｅｒｓ　Ｃｏｒｐ．（Ｒｏｇｅｒｓ，ＣＴ）から商標名「ＰＯＲＯＮ」で入手可
能なマイクロセルラーポリウレタン類が挙げられる。他の好適な柔軟層としては、例えば
Ｒｏｄｅｌ，Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ（Ｎｅｗａｒｋ，ＤＥ）から商標名「ＳＵＢＡ　
ＩＶ」で入手可能なポリウレタン含浸ポリエステルフェルト、及びＲｕｂｂｅｒｉｔｅ　
Ｃｙｐｒｅｓｓ　Ｓｐｏｎｇｅ　Ｒｕｂｂｅｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉｎｃ．（Ｓａｎｔ
ａ　Ａｎａ，ＣＡ）から商標名「ＢＯＮＤＴＥＸ」で入手可能な接着ゴムシートが挙げら
れる。
【０１２３】
　本明細書に開示した研磨パッド及び／又は研磨パッドの製造方法のいくつかの実施形態
では、研磨パッドは、国際特許出願公開第ＷＯ　２００９／１４０６２２号（Ｂａｊａｊ
ら）に記載されているように、研磨表面に垂直な方向においてパッドを通って延びるウィ
ンドウを含んで、又は透明な層及び／若しくは透明な研磨要素を使用して、研磨プロセス
の光学的終点指示を可能にしてもよい。
【０１２４】
　上で使用されている用語「透明な層」は、層の残りと同じ又は異なる材料で作製するこ
とが可能な、透明の領域を含む層を含むことを意図する。いくつかの代表的な実施形態で
は、研磨要素、支持層、柔軟層、又は研磨層若しくは支持層の１つの領域のうちの少なく
とも１つは透明であってもよく、あるいは材料に対して熱及び／又は圧力を適用すること
により透明にされてもよい。いくつかの実施形態では、層中に好適に位置づけられた開口
部内の定位置に透明材料を流し込んで（例えば、金型を使用して）、透明領域（例えば、
研磨層、支持層、又は柔軟層中に）を形成してもよい。いくつかの実施形態では、予め形
成したウィンドウの存在下で研磨層を硬化させて、研磨層中に透明領域を形成する。いく
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つかの実施形態では、支持層及び／又は柔軟層全体を、終点検出装置に使用される関心波
長範囲においてエネルギーに対して透明の又は透明にすることができる材料で形成しても
よい。透明な要素、層、又は領域のために好適な透明材料としては、例えば、透明ポリウ
レタンが挙げられる。
【０１２５】
　更に、上で使用されている用語「透明」は、終点検出装置に使用される関心波長範囲に
おいてエネルギーに対して実質的に透明な、要素、層、及び／又は領域を含むことを意図
する。いくつかの代表的な実施形態では、終点検出装置は、１つ以上の電磁エネルギー源
を使用して、紫外線、可視光、赤外線、マイクロ波、電波、これらの組み合わせ等の形態
で放射線を発する。いくつかの実施形態では、用語「透明」とは、透過される、透明な要
素、層、又は領域に影響する関心波長で、エネルギーの少なくとも約２５％（例えば、少
なくとも約３５％、少なくとも約５０％、少なくとも約６０％、少なくとも約７０％、少
なくとも約８０％、少なくとも約９０％、少なくとも約９５％）がそれを透過することを
意味する。
【０１２６】
　いくつかの代表的な実施形態では、支持層は透明である。いくつかの実施形態では、研
磨層は透明である。上記の図３に示した実施形態を含むいくつかの代表的な実施形態では
、少なくとも１つの研磨要素が透明である。いくつかの実施形態では、支持層が透明であ
り、研磨層の少なくとも一部分（例えば、研磨要素）が透明であり、研磨層の透明部分と
整合された穴が柔軟層中に存在する。
【０１２７】
　上記の図４に示した実施形態を含む追加の代表的な実施形態では、少なくとも１つの研
磨要素が透明であり、接着剤層及び柔軟層も透明である。更なる代表的な実施形態では、
柔軟層、ガイドプレート、研磨組成物分布層、少なくとも１つの研磨要素、又はこれらの
組み合わせが、透明である。
【０１２８】
　本開示は、更に、研磨プロセスにおいて上述した研磨パッドを使用する方法に関し、方
法は、基材の表面を、本開示による研磨パッドの多孔質研磨層と接触させる工程と、研磨
パッドを基材に対して相対的に移動して、基材の表面を擦り減らす工程と、を含む。いく
つかの実施形態では、研磨パッドの多孔質研磨層は複数の研磨要素を含み、研磨要素の少
なくともいくつかは多孔質である。いくつかの代表的な実施形態では、研磨パッド表面と
基材表面との間の境界面に加工液を提供する場合がある。好適な加工液としては、例えば
、米国特許第６，２３８，５９２号（Ｈａｒｄｙら）及び同第６，４９１，８４３号（Ｓ
ｒｉｎｉｖａｓａｎら）並びに国際特許出願公開第ＷＯ　２００２／３３７３６号（Ｈｅ
ｒら）に記載されているものが挙げられる。
【０１２９】
　いくつかの実施形態では、本開示の、及び／又は本開示の方法により調製された研磨パ
ッド中の研磨層は、少なくとも５マイクロメートル、少なくとも１０マイクロメートル、
又は少なくとも１５マイクロメートルの平均孔径を有してもよい。いくつかの実施形態で
は、研磨パッドは、最大１００、７５、５０、４５、又は４０マイクロメートルの平均孔
径を有してもよい。例えば、平均孔径は、５～１００、５～７５、５～５０、５～４０、
又は５～３０マイクロメートルの範囲であってもよい。いくつかの実施形態（例えば、界
面活性剤の少なくとも１つが含まれ、又はポリマー粒子が繊維である実施形態）では、研
磨パッドは、最大３０、２５、又は２０マイクロメートルの平均孔径を有してもよい。孔
径は、一般に、孔の直径を指す。しかしながら、孔が球状ではない実施形態では、孔径は
、孔の最大寸法を指してもよい。いくつかの実施形態では、孔径の不均一性は、４０～７
５パーセントの範囲、又は４０～６０パーセントの範囲である。いくつかの実施形態では
、孔径の不均一性は、最大７５、７０、６５、６０、５５、又は５０パーセントである。
対照的に、熱硬化性組成物を含有する比較組成物は、８０、９０又は１００％を超える孔
径不均一性を有し得る。いくつかの実施形態では、本開示による研磨パッド中の研磨層は
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、５～６０パーセントの範囲、又は５～５５、１０～５０、若しくは１０～４０パーセン
トの範囲の多孔率を有してもよい。
【０１３０】
　本開示による研磨層中の孔径と、比較熱硬化性組成物中の孔径の制御間の差異を、図５
Ａ、５Ｂ、６Ａ、及び６Ｂに示す。図５Ａ及び５Ｂはそれぞれ、下記の実施例における実
施例２に記載されている硬化組成物の断面図及び上面図の顕微鏡写真である。対照的に、
図６Ａ及び６Ｂはそれぞれ、比較例３の硬化組成物の断面図及び上面図の顕微鏡写真であ
る。実施例２及び比較例３の両方は、１０重量パーセントのポリマー粒子を使用し、同一
の方法で混合して調製された。しかしながら、実施例２は放射線硬化及び熱硬化の両方に
より硬化され、比較例３は熱硬化のみで硬化された。顕微鏡写真は、実施例２の孔が、比
較例３の孔よりも良好に制御されることを示している。以下の実施例における表１のデー
タも、比較例３と比較して実施例２により小さい孔径範囲、より低い孔径不均一性、及び
より大きい硬度が存在することを支持する。
【０１３１】
　理論に束縛されるものではないが、孔径及び孔径不均一性の制御は、研磨層の硬度に関
連する可能性があると考えられる。いくつかの実施形態では、多孔質研磨層は、少なくと
も４０、４５、又は５０のＳｈｏｒｅ　Ｄ硬度を有する。硬度は、例えば、下記の実施例
に記載されている試験方法２に従って測定されてもよい。対照的に、熱硬化性組成物を含
有する比較組成物は、４０未満のＳｈｏｒｅ　Ｄ硬度を有し得る。
【０１３２】
　界面活性剤は、本明細書に開示した組成物及び多孔質研磨層中で、例えば、典型的には
孔径及び孔径範囲を縮小させるのに有用であり、また界面活性剤の不在下での二重硬化方
法を用いた場合と比較して孔の分布を更に向上させる。換言すれば、界面活性剤を添加す
ることにより、孔径分布、孔径、孔の密度、及び孔の形状がより良好に制御でき、これは
次に均一性能（例えば、除去速度及びウェハ内部の均一性）の主要な評価基準（metrics
）に正の影響を有し得る。以下の実施例における実施例１５に記載されている硬化組成物
の断面図及び上面図の顕微鏡写真である図７Ａ及び７Ｂの顕微鏡写真は、界面活性剤の添
加が孔径範囲及び孔分布に正の影響を有し得ることを示している。例えば、同一の数のポ
リマー粒子を有し、また同一の方法で調製したが、界面活性剤を有さない実施例２と比較
して、実施例１５により小さい孔径範囲が存在する。
【０１３３】
　本開示の選択された実施形態
　第１の実施形態では、本開示は研磨パッドを提供し、研磨パッドは、
　対向する第１の面及び第２の面を有する柔軟層と、
　柔軟層の第１の面上に配置された多孔質研磨層と、を備え、多孔質研磨層は、
　熱硬化成分と放射性硬化成分とを含む架橋網状組織であって、放射性硬化成分と熱硬化
成分とが架橋網状組織中で共有結合されている、架橋網状組織と、
　架橋網状組織中に分散されたポリマー粒子と、
　架橋網状組織中に分散された独立気泡孔と、を含む。
【０１３４】
　第２の実施形態では、本開示は、柔軟層と多孔質研磨層との間に介在する支持層を更に
備える、第１の実施形態による研磨パッドを提供する。
【０１３５】
　第３の実施形態では、本開示は、熱硬化成分が、ポリウレタン又はポリエポキシドの少
なくとも１つを含み、放射性硬化成分が、ポリアクリレート、ポリメタクリレート、ポリ
（ビニルエーテル）、ポリビニル、又はポリエポキシドのうちの少なくとも１つを含む、
第１又は第２の実施形態による研磨パッドを提供する。
【０１３６】
　第４の実施形態では、本開示は、熱硬化成分及びポリマー粒子が、それぞれ独立してポ
リウレタンを含む、第１又は第２の実施形態による研磨パッドを提供する。
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【０１３７】
　第５の実施形態では、本開示は、ポリマー粒子が、架橋網状組織中の熱硬化成分又は放
射性硬化成分の少なくとも１つに共有結合している、第１～第４の実施形態のいずれか１
つによる研磨パッドを提供する。
【０１３８】
　第６の実施形態では、本開示は、放射性硬化成分がポリアクリレート又はポリメタクリ
レートの少なくとも１つを含む、第１～第５の実施形態のいずれか１つによる研磨パッド
を提供する。
【０１３９】
　第７の実施形態では、本開示は、ポリアクリレート又はポリメタクリレートが、ウレタ
ン又は尿素結合基を介して熱硬化成分に共有結合されている、第６の実施形態による研磨
パッドを提供する。
【０１４０】
　第８の実施形態では、本開示は、多孔質研磨層が、試験方法２で測定した際、少なくと
も４０のＳｈｏｒｅ　Ｄ硬度を有する、第１～第７の実施形態のいずれか１つによる研磨
パッドを提供する。
【０１４１】
　第９の実施形態では、本開示は、ポリマー粒子が５マイクロメートル～５００マイクロ
メートルの範囲の平均粒径を有する、第１～第８の実施形態のいずれか１つによる研磨パ
ッドを提供する。
【０１４２】
　第１０の実施形態では、本開示は、ポリマー粒子が実質的に球状である、第１～第９の
実施形態のいずれか１つによる研磨パッドを提供する。
【０１４３】
　第１１の実施形態では、本開示は、高分子粒子が繊維である、第１～第１０の実施形態
のいずれか１つによる研磨パッドを提供する。
【０１４４】
　第１２の実施形態では、本開示は、ポリマー粒子が、多孔質研磨層の総重量に基づいて
、最大２０重量パーセント存在する、第１～第１１の実施形態のいずれか１つによる研磨
パッドを提供する。
【０１４５】
　第１３の実施形態では、本開示は、孔が最大７５パーセントの孔径不均一性を有する、
第１～第１２の実施形態のいずれか１つによる研磨パッドを提供する。
【０１４６】
　第１４の実施形態では、本開示は、孔が５マイクロメートル～１００マイクロメートル
の範囲の平均孔径を有する、第１～第１３の実施形態のいずれか１つによる研磨パッドを
提供する。
【０１４７】
　第１５の実施形態では、本開示は、研磨層が支持層又は柔軟層から突出する別個の研磨
要素を含む、第１～第１４の実施形態のいずれか１つによる研磨パッドを提供する。
【０１４８】
　第１６の実施形態では、本開示は、研磨要素がそれぞれ、支持層から遠位方向の末端部
を有し、遠位末端部が、研磨要素の研磨表面に垂直な軸線において可動である、第１５の
実施形態による研磨パッドを提供する。
【０１４９】
　第１７の実施形態では、本開示は、内部に複数の開口部を有するガイドプレートを更に
備え、別個の研磨要素のそれぞれが複数の開口部の１つを通して突出する、第１５又は１
６の実施形態による研磨パッドを提供する。
【０１５０】
　第１８の実施形態では、本開示は、研磨要素が接着剤により柔軟層に付着されている、
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第１５～第１７の実施形態のいずれか１つによる研磨パッドを提供する。
【０１５１】
　第１９の実施形態では、本開示は、柔軟層がシリコーン、天然ゴム、スチレン－ブタジ
エンゴム、ネオプレン、ポリオレフィン、又はポリウレタンのうちの少なくとも１つを含
む、第１～第１８の実施形態のいずれか１つによる研磨パッドを提供する。
【０１５２】
　第２０の実施形態では、本開示は、研磨パッドの少なくとも一部分が透明である、第１
～第１９の実施形態のいずれか１つによる研磨パッドを提供する。
【０１５３】
　第２１の実施形態では、本開示は、ポリマー粒子が水に可溶である、第１～第２０の実
施形態のいずれか１つによる研磨パッドを提供する。
【０１５４】
　第２２の実施形態では、本開示は、多孔質研磨層が、架橋網状組織中の界面活性剤を更
に含む、第１～第２１の実施形態のいずれか１つによる研磨パッドを提供する。
【０１５５】
　第２３の実施形態では、本開示は、研磨パッドの製造方法を提供し、方法は、
　熱硬化性樹脂組成物、放射線硬化性樹脂組成物、及びポリマー粒子を含有する組成物を
提供する工程と、
　組成物中に孔を形成する工程と、
　組成物を支持層上に配置する工程と、
　組成物を放射線に暴露して、放射線硬化性樹脂組成物を少なくとも部分的に硬化させ、
組成物を加熱して、熱硬化性樹脂組成物を少なくとも部分的に硬化させることにより、支
持層上に多孔質研磨層を形成する工程と、を含む。
【０１５６】
　第２４の実施形態では、本開示は、多孔質研磨層の反対側の支持層表面に柔軟層を接着
結合する工程を更に含む、第２３の実施形態による方法を提供する。
【０１５７】
　第２５の実施形態では、本開示は、熱硬化性樹脂組成物が、少なくとも２つのイソシア
ネート基又は少なくとも２つのエポキシド基を有する第１の樹脂と、少なくとも２つのヒ
ドロキシル、アミノ、カルボキシ、又はメルカプタン基を有する少なくとも１つの第２の
樹脂と、を含有し、放射線硬化性組成物が、少なくとも２つのアクリレート、メタクリレ
ート、ビニル、又はエポキシド基を含む、第２３又は第２４の実施形態による方法を提供
する。
【０１５８】
　第２６の実施形態では、本開示は、第１の樹脂が少なくとも２つのイソシアネート基を
有し、第２の樹脂が少なくとも２つのヒドロキシル基又は少なくとも２つのアミノ基を有
し、放射線硬化性組成物が少なくとも２つのアクリレート又はメタクリレート基を含み、
放射線硬化性組成物が、イソシアネート基又はヒドロキシル基の少なくとも１つを更に含
む、第２５の実施形態による方法を提供する。
【０１５９】
　第２７の実施形態では、本開示は、放射線硬化性組成物が、脂肪族の、イソシアネート
官能性ウレタンアクリレート又はメタクリレートである、第２６の実施形態による方法を
提供する。
【０１６０】
　第２８の実施形態では、本開示は、多孔質研磨層を形成する前に、支持層上において組
成物中に開放金型を配置する工程を更に含む、第２３～第２７の実施形態のいずれか１つ
による方法を提供する。
【０１６１】
　第２９の実施形態では、本開示は、孔が独立気泡孔である、第２３～第２８の実施形態
のいずれか１つによる方法を提供する。
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【０１６２】
　第３０の実施形態では、本開示は、組成物が界面活性剤を更に含む、第２３～第２９の
実施形態のいずれか１つによる方法を提供する。
【０１６３】
　第３１の実施形態では、本開示は、多孔質研磨層が、試験方法２で測定した際、少なく
とも４０のＳｈｏｒｅ　Ｄ硬度を有する、第２３～第３０の実施形態のいずれか１つによ
る方法を提供する。
【０１６４】
　第３２の実施形態では、本開示は、ポリマー粒子が５マイクロメートル～５００マイク
ロメートルの範囲の平均粒径を有する、第２３～第３１の実施形態のいずれか１つによる
方法を提供する。
【０１６５】
　第３３の実施形態では、本開示は、ポリマー粒子が実質的に球状である、第２３～第３
２の実施形態のいずれか１つによる方法を提供する。
【０１６６】
　第３４の施形態では、本開示は、ポリマー粒子が繊維である、第２３～第３３の実施形
態のいずれか１つによる方法を提供する。
【０１６７】
　第３５の実施形態では、本開示は、ポリマー粒子が水に可溶である、第２３～第３４の
実施形態のいずれか１つによる方法を提供する。
【０１６８】
　第３６の実施形態では、本開示は、ポリマー粒子が、多孔質研磨層の総重量に基づいて
、最大２０重量パーセント存在する、第２３～第３５の実施形態のいずれか１つによる方
法を提供する。
【０１６９】
　第３７の実施形態では、本開示は、孔が最大７５パーセントの孔径不均一性を有する、
第２３～第３６の実施形態のいずれか１つによる方法を提供する。
【０１７０】
　第３８の実施形態では、本開示は、孔が５マイクロメートル～１００マイクロメートル
の範囲の平均孔径を有する、第２３～第３７の実施形態のいずれか１つによる方法を提供
する。
【０１７１】
　第３９の実施形態では、本開示は、支持層が、支持層に付着され、支持層から突出する
別個の研磨要素を含む、第２３～第３８の実施形態のいずれか１つによる方法を提供する
。
【０１７２】
　第４０の実施形態では、本開示は、別個の研磨要素がそれぞれ、付着された末端部と、
支持層から遠位方向の末端部と、を有し、遠位末端部が、研磨要素の研磨表面に垂直な軸
線において可動である、第３９の実施形態による方法を提供する。
【０１７３】
　第４１の実施形態では、本開示は、研磨層が柔軟層から突出する別個の研磨要素を含み
、研磨要素がそれぞれ、支持層から遠位方向の末端部を有し、遠位末端部が、研磨要素の
研磨表面に垂直な軸線において可動である、第２３～第３８の実施形態のいずれか１つに
よる方法を提供する。
【０１７４】
　第４２の実施形態では、本開示は、内部に複数の開口部を有するガイドプレートを更に
備え、別個の研磨要素のそれぞれが複数の開口部の１つを通して突出する、第３９～第４
１の実施形態のいずれか１つによる方法を提供する。
【０１７５】
　第４３の実施形態では、本開示は、支持層が、シリコーン、天然ゴム、スチレン－ブタ
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ジエンゴム、ネオプレン、ポリオレフィン、又はポリウレタンのうちの少なくとも１つを
含む、第２３～第４２の実施形態のいずれか１つによる方法を提供する。
【０１７６】
　第４４の実施形態では、本開示は、研磨パッドの少なくとも一部分が透明である、第２
３～第４３の実施形態のいずれか１つによる方法を提供する。
【０１７７】
　第４５の実施形態では、本開示は研磨方法を提供し、方法は、
　基材の表面を、第１～第２２の実施形態のいずれか１つによる研磨パッドの多孔質研磨
層と接触させる工程と、
　研磨パッドを基材に対して相対的に移動して、基材の表面を擦り減らす工程と、を含む
。
【０１７８】
　第４６の実施形態では、本開示は、多孔質研磨層と基材表面との間の境界面に加工液を
提供する工程を更に含む、第４５の実施形態の方法を提供する。
【０１７９】
　次に、本開示による代表的な研磨パッドについて、下記の非限定的な例を参照して例示
する。
【実施例】
【０１８０】
【表１】

【０１８１】
　試験方法１：ＦＥＳＥＭ
　Ｈｉｔａｃｈｉ　Ｈｉｇｈ－Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｔ
ｏｋｙｏ，Ｊａｐａｎ）から入手可能なＨｉｔａｃｈｉ　Ｓ－４５００　ＦＥＳＥＭを使
用して、従来の手順に従って物品の走査型電子顕微鏡写真（上面図及び断面図）を得た。
物品の断面は、鋭利なかみそり刃で切ることにより得た。続いて、ＳＥＭ試験に先だって
、従来の技術を用いて試料をＡｕ／Ｐｄでスパッター被覆した。物品の断面及び上面の画
像を得た。
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【０１８２】
　試験方法：２：デュロメータ
　Ｒｅｘ　Ｇａｕｇｅ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｉｎｃ．（Ｂｕｆｆａｌｏ　Ｇｒｏｖｅ，Ｉｌ
ｌｉｎｏｉｓ）から入手可能なＭｏｄｅｌ　１５００　Ｓｈｏｒｅ　Ｄデュロメータを使
用して、デュロメータ測定値を得た。表１に報告した値は５つの測定値の平均であり、各
測定は、実施例の異なる研磨構造上で行った。
【０１８３】
　試験方法３：光学顕微鏡による孔径測定
　孔径平均、孔径標準偏差（Ｓｔｄ．Ｄｅｖ．）、孔径範囲（観察された最大孔径の孔－
観察された最小孔径の孔）、孔径不均一性（孔径標準偏差を平均孔径で除算し、１００を
乗算）及び多孔率（孔からなる画像の測定された範囲を画像の全範囲で除算し、１００を
乗算）を、Ｍｅｄｉａ　Ｃｙｂｅｒｎｅｔｉｃｓ（Ｂｅｔｈｅｓｄａ，ＭＤ）から入手可
能なＩｍａｇｅ－ｐｒｏ　ｐｌｕｓ解析ソフトウェアと組み合わせた、Ｎｉｋｏｎ　Ｉｎ
ｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ（Ｅｌｇｉｎ，ＩＬ）から入手可能なＭＭ－４０　Ｎｉｋｏ
ｎ測定顕微鏡を使用して得られた光学画像の画像解析を用いて測定した。
【０１８４】
　光学画像化の前に、試料を以下のようにして調製した。物品から３つの研磨構造を切り
取り、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ）から商標名「３Ｍ
　ＳＣＯＴＣＨ－ＷＥＬＤ　Ｅｐｏｘｙ　Ｐｏｔｔｉｎｇ　Ｃｏｍｐｏｕｎｄ／Ａｄｈｅ
ｓｉｖｅ　ＤＰ２７０　ＣＬＥＡＲ」で得られる埋込用樹脂を使用して、Ｂｕｅｈｌｅｒ
　Ｌｔｄ．（４１，Ｌａｋｅ　Ｂｌｕｆｆ，Ｉｌｌｉｎｏｉｓ）から入手可能な外径２．
５ｃｍ×内径２．２ｃｍのフェノール環形態内に密封した。エポキシ中に埋め込まれた構
造を、Ｂｕｅｈｌｅｒ　Ｌｔｄ．から入手可能なＥｃｏｍｅｔ３研磨機－艶出し機を使用
して、６つの全工程にてヘッド及びプラテン速度１２０ｒｐｍを用いて、下向きの力（do
wn force）４．２５ｐｓｉ（２９．３ｋＰａ）における６つの工程プロセスにより研磨し
た。全ての場合において、感圧性接着剤（ｐｓａ）を使用することにより、示されたサン
ドペーパー又は研磨パッドをＥｃｏｍｅｔ　３のプラテンに装着した。
【０１８５】
　工程１：３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙから商標名「３Ｍ　ＷＥＴＯＲＤＲＹ　ＰＳＡ　Ｄｉｓ
ｃ　２１３６６」で得られる直径８インチ（２０．３ｃｍ）、２４０グリットのディスク
、研磨時間は、研削液として水を用いて３分間であった。
【０１８６】
　工程２：Ｂｕｅｈｌｅｒ　Ｌｔｄ．から商標名「ＣＡＲＢＩＭＥＴ　８」ＰＳＡ　Ｄｉ
ｓｃ　３０－５１１８－６００－１００で得られる直径８インチ（２０．３ｃｍ）、６０
０グリットのディスク、研磨時間は、研削液として水を用いて６分間であった。
【０１８７】
　工程３：Ｂｕｅｈｌｅｒ　Ｌｔｄ．から商標名「ＴＥＸＭＥＴ　１５００　Ｐｏｌｉｓ
ｈｉｎｇ　Ｐａｄ」、４０－８６１８で得られる直径８インチ（２０．３ｃｍ）のパッド
、研磨時間は、研磨液としてＡｌｌｉｅｄ　Ｈｉｇｈ　Ｔｅｃｈ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉ
ｎｃ．（Ｒａｎｃｈｏ　Ｄｏｍｉｎｇｕｅｚ，Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）から入手可能な１
５μｍ等級の多結晶ダイヤモンド懸濁液９０－３００３５を用いて６分間であった。
【０１８８】
　工程４：Ｂｕｅｈｌｅｒ　Ｌｔｄ．から商標名「ＴＥＸＭＥＴ　１５００　Ｐｏｌｉｓ
ｈｉｎｇ　Ｐａｄ」、４０－８６１８で得られる直径８インチ（２０．３ｃｍ）のパッド
、研磨時間は、研磨液としてＡｌｌｉｅｄ　Ｈｉｇｈ　Ｔｅｃｈ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉ
ｎｃ．から入手可能な６μｍ等級の多結晶ダイヤモンド懸濁液９０－３００２５を用いて
６分間であった。
【０１８９】
　工程５：Ｂｕｅｈｌｅｒ　Ｌｔｄ．から商標名「ＴＥＸＭＥＴ　１５００　Ｐｏｌｉｓ
ｈｉｎｇ　Ｐａｄ」、４０－８６１８で得られる直径８インチ（２０．３ｃｍ）のパッド



(32) JP 5728026 B2 2015.6.3

10

20

30

40

50

、研磨時間は、研磨液としてＡｌｌｉｅｄ　Ｈｉｇｈ　Ｔｅｃｈ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉ
ｎｃ．から入手可能な３μｍ等級の多結晶ダイヤモンド懸濁液９０－３００２０を用いて
６分間であった。
【０１９０】
　工程６：Ｂｕｅｈｌｅｒ　Ｌｔｄ．から商標名「ＴＥＸＭＥＴ　１５００　Ｐｏｌｉｓ
ｈｉｎｇ　Ｐａｄ」、４０－８６１８で得られる直径８インチ（２０．３ｃｍ）のパッド
、研磨時間は、研磨液としてＡｌｌｉｅｄ　Ｈｉｇｈ　Ｔｅｃｈ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉ
ｎｃ．から入手可能な１μｍ等級の多結晶ダイヤモンド懸濁液９０－３００１５を用いて
６分間であった。
【０１９１】
　研磨後、次いで研磨された構造の表面に、Ｄｅｎｔｏｎ　Ｖａｃｕｕｍ，ＬＬＣ（Ｍｏ
ｏｒｅｓｔｏｗｎ，ＮＪ）から入手可能なスパッタリングコーターを使用して、従来の技
術を用いて炭素を被覆した。続いて、光学画像化を行った。
【０１９２】
　（実施例１）
　実施例１は、５０ｍＬのプラスチックビーカー内に、０．２８ｇの５３５０Ｄ、２．１
５ｇのＭ１、１．８３ｇのＰＨＰ－７５Ｄ、１．２７ｇのＤ１００及び０．０６ｇのＴＰ
Ｏ－Ｌを配置することにより調製した。ビーカーをＡｗａｔｏｒｉ－Ｒｅｎｔａｒｏ　Ａ
Ｒ－５００　Ｔｈｉｎｋｙ　Ｍｉｘｅｒ（Ｔｈｉｎｋｙ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｔｏ
ｋｙｏ，Ｊａｐａｎ製）内に配置し、ＡＲ－５００を２つの工程プロセスにて作動させる
ことにより成分を一緒に混合した。第１の工程は、回転１０００ｒｐｍ及び旋回１０００
ｒｐｍで５分間行った。第１の工程の直後に第２の工程を行い、第２の工程は回転３０ｒ
ｐｍ及び旋回２０００ｒｐｍで１５秒間行って樹脂混合物を形成した。樹脂混合物を、長
さ１９．５ｃｍ及び幅９．２ｃｍのアルミニウムプレートから形成された、テフロン被覆
、Ｎｉめっきアルミニウム金型内に注いだ。金型は、テーパ形状の円筒キャビティの正方
形アレイからなっていた。キャビティは、キャビティ頂部で直径７．８ｍｍ、キャビティ
底部で直径６．５ｍｍ、深さ１．８ｍｍを有した。キャビティの中心から中心への距離は
、約１１．７ｍｍであった。ポリウレタンフィルム、ＳＴ－１８８０の断片を裏張りとし
て使用した。裏張りを約１２ｃｍ×１０ｃｍのサイズに切り、樹脂混合物を含む金型領域
上に配置した。長さ２８ｃｍ×幅１７ｃｍ×厚さ３．５ｍｍの石英プレートをポリウレタ
ン裏張りの上に配置し、樹脂をキャビティ内に強制し、キャビティ間に樹脂混合物からな
る厚さ約０．５ｍｍの薄いランド領域を形成した。
【０１９３】
　金型、樹脂混合物、裏張り及び石英プレートを、１５７．５ワット／ｃｍ（約４００ワ
ット／インチ）で作動させた２つの紫外線ランプ（「Ｖ」バルブ、Ｆｕｓｉｏｎ　Ｓｙｓ
ｔｅｍｓ　Ｉｎｃ．（Ｇａｉｔｈｅｒｓｂｕｒｇ，Ｍａｒｙｌａｎｄ）から入手可能）下
を通過させることにより、樹脂混合物をＵＶ硬化させた。金型は、光の下を速度約２．４
メートル／分（約８フィート／分）で通過し、放射線が石英プレート及びポリウレタン裏
張りを通過して樹脂混合物に到達した。次いで、金型、部分的に硬化した樹脂混合物及び
ポリウレタン裏張りを、設定温度１００℃を有する炉を介した空気流に２時間移動して樹
脂混合物を熱硬化させた。硬化した物品を、ポリウレタン裏張りを穏やかに引くことによ
り金型から除去し、構造化された研磨構造を有する物品、実施例１を形成した。
【０１９４】
　（実施例２）
　実施例２は、樹脂混合物の組成が、０．５８ｇの５３５０Ｄ、２．１５ｇのＭ１、１．
８３ｇのＰＨＰ－７５Ｄ、１．２７ｇのＤ１００及び０．０６ｇのＴＰＯ－Ｌであった以
外は、実施例１と同様に調製した。
【０１９５】
　（実施例３）
　実施例３は、硬化を逆順で、最初に熱硬化、続いてＵＶ硬化を行った以外は、実施例１
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と同様に調製した。
【０１９６】
　（実施例４）
　実施例４は、硬化を逆順で、最初に熱硬化、続いてＵＶ硬化を行った以外は、実施例２
と同様に調製した。
【０１９７】
　比較例Ｃ１
　比較例Ｃ１は、樹脂混合物の組成物から５３５０Ｄを削除した以外は、実施例１と同様
に調製した。
【０１９８】
　比較例Ｃ２
　比較例Ｃ２は、樹脂混合物の組成が０．３１ｇの５３５０Ｄ、２．１５ｇのＭ１、及び
３．６５ｇのＰＨＰ－７５Ｄであり、１００℃での２時間の熱硬化のみを用い、ＵＶ硬化
工程を削除した以外は、比較例Ｃ１と同様に調製した。
【０１９９】
　比較例Ｃ３
　比較例Ｃ３は、樹脂混合物の組成が０．６５ｇの５３５０Ｄ、２．１５ｇのＭ１、及び
３．６５ｇのＰＨＰ－７５Ｄであった以外は、比較例Ｃ２と同様に調製した。
【０２００】
　（実施例５）
　実施例５は、５００ｍＬのプラスチックビーカー内に９．４９ｇの５３５０Ｄ、３５．
００ｇのＭ１、２９．６９ｇのＰＨＰ－７５Ｄ、２０．６３ｇのＤ１００及び１．０３ｇ
のＴＰＯ－Ｌを配置することにより調製した。ビーカーをＡｗａｔｏｒｉ－Ｒｅｎｔａｒ
ｏ　ＡＲ－５００　Ｔｈｉｎｋｙ　Ｍｉｘｅｒ内に配置し、ＡＲ－５００を２つの工程プ
ロセスにて作動させることにより成分を一緒に混合した。第１の工程は、回転１０００ｒ
ｐｍ及び旋回１０００ｐｍで５分間行った。第１の工程の直後に第２の工程を行い、第２
の工程は回転３０ｒｐｍ及び旋回２０００ｒｐｍで１５秒間行って樹脂混合物を形成した
。
【０２０１】
　幅約２１インチ（５３ｃｍ）、間隙６０ｍｉｌ（１．５２ｍｍ）を有するナイフコータ
ーを使用して、およそ２８ｃｍ×２８ｃｍの樹脂混合物コーティングを厚さ２６μｍの裏
張り上に調製し、裏張りは熱可塑性ポリウレタン（ＴＰＵ）、ＥＳＴＡＮＥ　５８８８７
－ＮＡＴ０２（Ｌｕｂｒｉｚｏｌ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃ．（
Ｃｌｅｖｅｌａｎｄ，ＯＨ）から入手可能）を１８２℃で紙剥離ライナー上にてフィルム
形態に押し出すことにより形成された。
【０２０２】
　被覆した樹脂混合物及び裏張りを、１２インチ×１２インチ（３０．５ｃｍ×３０．５
ｃｍ）×厚さ０．２５インチ（６．３５ｍｍ）のアルミニウムプレート上に配置した。ア
ルミニウムプレートの後部の凹部内に、直径０．３７５インチ（９．６ｍｍ）×厚さ０．
１２５インチ（３．２ｍｍ）の３６個の磁石を嵌め込んだ。３６個の凹部は正方形アレイ
であり、凹部の中心から中心への距離は、約５ｃｍであった。凹部の直径及び深さは、そ
れぞれ９．８ｍｍ及び４．３ｍｍであった。それぞれ直径約６．２ｍｍ、中心から中心へ
の距離約８ｍｍを有する円形穴の六角形アレイを有する約４１ｃｍ×３０ｃｍ及び厚さ約
１．６ｍｍのテフロン被覆金属ふるいを、樹脂混合物コーティングの上に配置した。ふる
いとアルミニウムプレートの磁石との間の磁気引力により、樹脂混合物コーティングをふ
るいを通して通過させ、金属ふるいと裏張りとの間にコーティングの薄いランド領域を残
留させた。コーティングのＵＶ硬化は、石英プレートを使用しなかった以外は、実施例１
と同様に行った。実施例１に記載したものと同一の手順を用いた熱硬化が続いた。
【０２０３】
　炉から除去した後、金属ふるいを硬化樹脂から除去し、元の、紙で裏張りされたポリウ
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レタン裏張りに接着したテクスチャード加工されたパッド表面を形成した。紙を除去し、
ポリウレタン裏張りの反対側を露出した。厚さ１２７μｍの転写用接着剤（transfer adh
esive）、３Ｍ　Ａｄｈｅｓｉｖｅ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ　Ｔａｐｅ　９６７２（３Ｍ　Ｃ
ｏｍｐａｎｙ製）を使用して、テクスチャード加工パッド表面のポリウレタン裏張りを、
およそ３０ｃｍ×３０ｃｍ×厚さ０．０６２５インチ（１．５９ｍｍ）のポリウレタン発
泡体、Ｒｏｇｅｒｓ「ＰＯＲＯＮ」ウレタン発泡体、部材番号４７０１－５０－２００６
２－０４（Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉｎｃ．（Ｃｈａ
ｓｋａ，Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ製））の断片に手で積層した。直径１８ｍｍの中心穴を有す
る直径２３ｃｍのパッドを積層体から打ち抜き、本発明の構造化研磨構造を有するパッド
、実施例５を形成した。
【０２０４】
　比較例Ｃ４
　比較例Ｃ４は、樹脂混合物の組成が１０．４８ｇの５３５０Ｄ、３５．００ｇのＭ１、
５９．３８ｇのＰＨＰ－７５Ｄであり、１００℃での２時間の熱硬化のみを用い、ＵＶ硬
化工程を削除した以外は、実施例５と同様に調製した。
【０２０５】
　試験方法２及び３を使用して、実施例１～５及び比較例Ｃ１～Ｃ４のデュロメータ、孔
径平均、孔径標準偏差、孔径範囲、孔径不均一性及び多孔率を測定した。結果を下の表１
に示す。
【０２０６】
【表２】

　＊比較例Ｃ１は孔を有さなかったため、測定可能な孔径データは存在しなかった。
【０２０７】
　（実施例６）
　実施例６は、樹脂混合物の組成が０．２８ｇの５１５０Ｄ、２．１５ｇのＭ１、１．８
３ｇのＰＨＰ－７５Ｄ、１．２７ｇのＤ１００及び０．０６ｇのＴＰＯ－Ｌであった以外
は、実施例１と同様に調製した。
【０２０８】
　例示的実施例Ｉ－１
　例示的実施例Ｉ－１は、樹脂混合物の組成が０．２８ｇの５０７０Ｄ、２．１５ｇのＭ
１、１．８３ｇのＰＨＰ－７５Ｄ、１．２７ｇのＤ１００及び０．０６ｇのＴＰＯ－Ｌで
あった以外は、実施例１と同様に調製した。
【０２０９】
　（実施例７）
　実施例７は、５３５０Ｄの量が０．０５ｇであった以外は、実施例１と同様に調製した
。
【０２１０】
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　（実施例８）
　実施例８は、５３５０Ｄの量が０．１４ｇであった以外は、実施例１と同様に調製した
。
【０２１１】
　（実施例９）
　実施例９は、５３５０Ｄの量が０．９３ｇであった以外は、実施例１と同様に調製した
。
【０２１２】
　例示的実施例Ｉ－２
　例示的実施例Ｉ－２は、５３５０Ｄの量が１．３１ｇであった以外は、実施例１と同様
に調製した。
【０２１３】
　実施例６～９のＦＥＳＥＭ（試験方法１）の結果は、それらが許容可能なレベルの多孔
率を有することを示した。例示的実施例Ｉ－１及びＩ－２のＦＥＳＥＭ（試験方法１）の
結果は、それらが低いレベルの多孔率を有することを示した。
【０２１４】
　（実施例１０）
　実施例１０は、以下の変更以外は実施例５と同様に調製した。樹脂混合物の組成は、０
．６２ｇのＡ１５ＬＶ、２３ｇのＰ－２５０、１５．８３ｇのＰＨＰ－７５Ｄ、２２ｇの
Ｄ１００、１．１ｇのＴＰＯ－Ｌ及び０．６８ｇのＤＣ５６０４であった。成分を５００
ｍＬのプラスチック容器内に配置し、混合した。
【０２１５】
　樹脂混合物及びＴＰＵ裏張りを有するふるいを、約１５７．５ワット／ｃｍ（約４００
ワット／インチ）で作動させた２つの紫外線ランプ（「Ｖ」バルブ、Ｆｕｓｉｏｎ　Ｓｙ
ｓｔｅｍｓ　Ｉｎｃ．から入手可能）下を通過させることにより、樹脂混合物をＵＶ硬化
させた。樹脂混合物は、光の下を速度約２．４メートル／分（８フィート／分）で通過し
、放射線が樹脂混合物を通過した。次いで、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙから商標名「３Ｍ　Ｓ
ＣＯＴＣＨＰＡＫ　１０２２　Ｒｅｌｅａｓｅ　Ｌｉｎｅｒ」で得られるフルオロポリマ
ー被覆ポリエステルフィルム剥離ライナーをふるいの上に置き、樹脂混合物を部分的に硬
化させた。次いで、このアセンブリを、ポリウレタン裏張りが頂部にあり、フルオロポリ
マー被覆ポリエステルフィルム／ふるい／一部硬化樹脂混合物が底部にあるようにひっく
り返した。アセンブリ全体を同一のＵＶ硬化プロセスに２回目を通し、裏張りの上に石英
プレートを有した。第２のＵＶ硬化の終了後、石英プレート及びフルオロポリマー被覆ポ
リエステルフィルムを除去し、ふるい／一部硬化樹脂混合物／裏張りアセンブリを、設定
温度１００℃を有する炉を介した空気流に２時間移動して、樹脂混合物を熱硬化させた。
室温に冷却した後、直径１８ｍｍの中心穴を有する直径２３ｃｍのパッドを実施例５に記
載されているように製作し、実施例１０を得た。
【０２１６】
　（実施例１１）
　実施例１１は、Ａ１５ＬＶの重量が１．２５ｇであった以外は、実施例１０と同様に調
製した。
【０２１７】
　（実施例１２）
　実施例１２は、Ａ１５ＬＶの重量が３．２０ｇであった以外は、実施例１０と同様に調
製した。
【０２１８】
　（実施例１３）
　実施例１３は、Ａ１５ＬＶの重量が６．７６ｇあった以外は、実施例１０と同様に調製
した。
【０２１９】



(36) JP 5728026 B2 2015.6.3

10

20

30

40

50

　（実施例１４）
　実施例１４は、６５０ｍＬのプラスチック容器内に６．８８ｇのＡ１５ＬＶ、１２７．
７８ｇのＰ－２５０、６．１１ｇのＴＰＯ－Ｌ及び３．５１ｇのＤＣ５６０４を配置する
ことにより調製した。容器をＡｗａｔｏｒｉ－Ｒｅｎｔａｒｏ　ＡＲ－５００　Ｔｈｉｎ
ｋｙ　Ｍｉｘｅｒ内に配置し、ＡＲ－５００を回転１０００ｒｐｍ及び旋回１０００ｒｐ
ｍで４分間作動させることにより成分を一緒に混合した。容器をミキサーから除去し、８
７．２９ｇのＰＨＰ－７５Ｄ及び１２２．２２ｇのＤ１００を容器に加えた。混合物は、
２工程混合プロセスを経た。第１の工程は、回転１０００ｒｐｍ及び旋回１０００ｒｐｍ
で４分間行った。第１の工程の直後に第２の工程を行い、第２の工程は回転３０ｒｐｍ及
び旋回２０００ｒｐｍで１５秒間行って樹脂混合物を形成した。
【０２２０】
　幅約２１インチ（５３ｃｍ）、間隙６０ｍｉｌ（１．５２ｍｍ）を有するナイフコータ
ーを使用して、およそ２１ｉｎ×２３ｉｎ（５３．３ｃｍ×５８．４ｃｍ）の樹脂混合物
コーティングを厚さ４ｍｉｌ（１０２μｍ）の裏張り上に調製し、裏張りはＴＰＵ、「Ｅ
ＳＴＡＮＥ　５８３０９－０２２」を、２１０℃で従来の４ｍｉｌ（１０２μｍ）ポリエ
ステル剥離ライナー上にてフィルム形態に押し出すことにより形成された。
【０２２１】
　被覆した樹脂混合物及び裏張りを、２４インチ×２４インチ（６１．０ｃｍ×６１．０
ｃｍ）×厚さ０．２５インチ（６．３５ｍｍ）のアルミニウムプレート上に配置した。ア
ルミニウムプレートの後部の凹部内に、直径０．３７５インチ（９．６ｍｍ）×厚さ０．
１２５インチ（３．２ｍｍ）の１１３個の磁石を嵌め込んだ。凹部は、１５個の列からな
る線状アレイであった。８個の列は、列当たり８個の凹部を有した一方、７個の列は、列
当たり７個の凹部を有した。列間の間隔は４ｍｍであった一方、列内の凹部間の間隔は７
．５ｍｍであった。凹部の第１の列（プレート縁の近傍）は８個の凹部を有し、第２の列
は、７個の凹部を有した。この交互のパターンは、８個の凹部を有する第１５の列まで続
いた。偶数列の凹部は、対応する隣接列の凹部の間の中央に位置づけられるよう配置され
た。凹部の直径及び深さは、それぞれ９．８ｍｍ及び４．３ｍｍであった。高温に対処で
きるテープを使用して、凹部内に磁石を固定した。それぞれ直径約６．２ｍｍ、中心から
中心への距離約８ｍｍを有する円形穴の六角形アレイを有する約２４ｉｎ×２４ｉｎ（６
１．０ｃｍ×６１．０ｃｍ）及び厚さ約１．６ｍｍのテフロン被覆金属ふるいを、樹脂混
合物コーティングの上に配置した。ふるいとアルミニウムプレートの磁石との間の磁気引
力により、樹脂混合物コーティングをふるいを通して通過させ、金属ふるいと裏張りとの
間にコーティングの薄いランド領域を残留させた。
【０２２２】
　樹脂混合物を、実施例１０と同一の硬化手順に従って硬化させた。炉から除去した後、
金属ふるいを硬化樹脂から除去し、元の、ポリエステルで裏張りされたポリウレタン裏張
りに接着したテクスチャード加工されたパッド表面を形成した。厚さ１２７μｍの転写用
接着剤、「３Ｍ　ＡＤＨＥＳＩＶＥ　ＴＲＡＮＳＦＥＲ　ＴＡＰＥ　９６７２」（３Ｍ　
Ｃｏｍｐａｎｙ製）を使用して、テクスチャード加工パッド表面のポリエステル剥離ライ
ナーを、およそ２１ｉｎ×２３ｉｎ（５３．３ｃｍ×５８．４）×厚さ０．０７８７イン
チ（２ｍｍ）のポリウレタン発泡体の断片に手で積層した。直径２０．０ｉｎ（５０．８
ｃｍ）のパッドを積層体から打ち抜き、本発明の構造化研磨構造を有するパッド、実施例
１４を形成した。
【０２２３】
　比較例Ｃ５
　比較例Ｃ５は、樹脂混合物の組成物からＡ１５ＬＶを削除した以外は、実施例１０と同
様に調製した。
【０２２４】
　比較例Ｃ６
　比較例Ｃ６は、樹脂混合物の組成が１．４４ｇのＡ１５ＬＶ、２３ｇのＰ－２５０、４
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７．５０ｇのＰＨＰ－７５Ｄ及び０．６８ｇのＤＣ５６０４であり、１００℃での２時間
の熱硬化のみを用い、ＵＶ硬化工程を削除した以外は、実施例１０と同様に調製した。
【０２２５】
　比較例Ｃ７
　比較例Ｃ７は、樹脂混合物の組成物からＡ１５ＬＶを削除した以外は、比較例Ｃ６と同
様に調製した。
【０２２６】
　（実施例１５）
　実施例１５は、樹脂混合物の組成が７．５８ｇの５３５０Ｄ、２８．００ｇのＭ１、２
３．７５ｇのＰＨＰ－７５Ｄ、１６．５０ｇのＤ１００、０．８３ｇのＴＰＯ－Ｌ及び０
．７７ｇのＤＣ５６０４であった以外は、実施例５と同様に調製した。
【０２２７】
　比較例Ｃ８
　比較例Ｃ８は、樹脂混合物の組成が８．３９ｇの５３５０Ｄ、２８．００ｇのＭ１、４
７．５０ｇのＰＨＰ－７５Ｄ及び３．５ｇのＤＣ５６０４であり、１００℃での２時間の
熱硬化のみを用い、ＵＶ硬化工程を削除した以外は、実施例１５と同様に調製した。
【０２２８】
　試験方法２及び３を使用して、実施例１０～１５及び比較例Ｃ５～Ｃ８のデュロメータ
、孔径平均、孔径標準偏差、孔径範囲、孔径不均一性及び多孔率を測定した。結果を下の
表２に示す。
【０２２９】

【表３】

【０２３０】
　本明細書全体を通し、「一実施形態」、「いくつかの実施形態」、「１つ以上の実施形
態」、又は「実施形態」を指す参照は、「実施形態（embodiment）」という用語の前に「
代表的（exemplary）」という用語が含まれているかどうかに関わらず、その実施形態の
、ある特定の特徴、構造、材料、又は特性が、本開示のいくつかの代表的な実施形態の少
なくとも１つの実施形態に含まれることを意味する。それゆえに、本明細書全体を通して
様々な箇所にある「１つ以上の実施形態では」、「いくつかの実施形態では」、「一実施
形態では」、又は「ある実施形態では」といった句の出現は、必ずしも本開示のいくつか
の代表的な実施形態の同一の実施形態に言及しているわけではない。更に、特定の特徴、
構造、材料、又は特性は、任意の好適な方法で１つ以上の実施形態に組み合わされてもよ
い。
【０２３１】
　本明細書でいくつかの代表的な実施形態を詳細に説明したが、当然のことながら、当業



(38) JP 5728026 B2 2015.6.3

10

者は上述の説明を理解した上で、これらの実施形態の代替物、変更物、及び均等物を容易
に想起することができるであろう。したがって、本開示は本明細書で以上に述べた例示的
な実施形態に不当に限定されるべきではないと理解すべきである。特に、本明細書で用い
るとき、端点による数値範囲が記載される場合、その範囲内に包含される全ての数を含む
ことを意図する（例えば、１～５は、１、１．５、２、２．７５、３、３．８０、４、及
び５を含む）。加えて、本文書中、使用されている全ての数字は用語「約」によって修飾
されていると見なされる。更に、本明細書にて参照される全ての出版物及び特許は、それ
ぞれの個々の出版物又は特許が参照により援用されることを明確に及び個別に指示される
かのごとく、それらの全体が同じ範囲で、参照により本明細書に援用される。
【０２３２】
　様々な代表的な実施形態が記載された。これらの及び他の実施形態は、以下の「特許請
求の範囲」に含まれる。

【図１Ａ】 【図１Ｂ】
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【図２】

【図３】

【図４】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】

【図６Ａ】

【図６Ｂ】

【図７Ａ】
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